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１．提出書類一覧

（１）募集要項の各種申込で使用する様式（（２）～（３）を除く）

様式番号 提出書類 提出方法等

様式Ⅰ-1 募集要項等に関する説明及び現地見学会参加申込書

募集要項に示す。

様式Ⅰ-2
募集要項等の公表に伴う閲覧資料のデータ借受申込
書

様式Ⅰ-3-① 守秘義務の遵守に関する誓約書

様式Ⅰ-3-② 第二次被開示者への資料開示通知書

様式Ⅰ-4 募集要項等に関する意見・質問書

様式Ⅰ-5 原水提供申込書

様式Ⅰ-6 参加資格の確認結果に関する説明の要求書

様式Ⅰ-7 資料閲覧申請書

様式Ⅰ-8 現場調査申請書

様式Ⅰ-9 技術的対話に関する対話事項

様式Ⅰ-10 応募辞退届
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（２）参加資格審査に関わる提出様式

【提出部数：1 部】

様式番号 提出書類 提出方法等

様式Ⅱ-1 参加資格確認申請時必要書類一覧表

A4 判縦長左綴
じとし、A4 サ
イズのファイ
ルに綴じて提

出。
様式Ⅱ-1～Ⅱ-
8 及びその他
添付資料を合
冊すること。

様式Ⅱ-2 参加表明書

様式Ⅱ-3 構成企業一覧

様式Ⅱ-4 委任状（グループの各構成員の代表者から代表企業の代表
者への委任状）

委任状（代表企業の代表者から代理者への委任状）

様式Ⅱ-5 参加資格確認申請書

様式Ⅱ-6 構成企業の実績に関する調書

様式Ⅱ-7 関連企業申告書

様式Ⅱ-8 添付書類一覧表

添付書類
〈設計業務
を行う構成

企業〉

令和7・8年度鹿児島市水道局建設工事等競争入札参加有資
格業者名簿に「土木コンサルタント」又は「建築コンサル
タント」で登録されている者、もしくは令和 8 年度の建設
工事等入札参加資格審査申請書一式を局に提出しており、
「土木コンサルタント」又は「建築コンサルタント」とし
て追加登録される予定であることを証明できる書類の写し
※１

建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定に基づ
く一級建築士事務所の登録を行っていることを証明できる
書類の写し※２

国土交通省の建設コンサルタント登録規程（昭和52年建設
省告示第 717 号）第 2 条の規程に基づいて、建設コンサル
タント登録簿に上水道及び工業用水道部門で登録を受けて
いることを証明できる書類の写し※２

技術士（上下水道部門の上水道および工業用水道）を雇用
していることを証明できる書類の写し※３

様式Ⅱ-6 の実績に関する契約内容及び業務の内容を確認で
きる仕様書等の写し（TECRIS 等）※３

添付書類
〈各工事を

行う
構成企業〉

令和7・8年度鹿児島市水道局建設工事等競争入札参加有資
格業者名簿に各工事で指定している工種に登録されている
者、もしくは令和 8 年度の建設工事等入札参加資格審査申
請書一式を局に提出しており、各工事で指定している工種
に追加登録される予定であることを証明できる書類の写し
※１

建設業法（昭和 24年法律第 100 号）第 3条に規定する、各
工事に係る特定建設業の許可を受けていることを証明でき
る書類の写し※１

地元企業については、令和7・8年度鹿児島市水道局建設工
事等競争入札参加有資格業者名簿（県内工事）に記載され
た各工事で指定している工種の等級が「A 級」であること
を証明できる書類の写し※１



3

様式番号 提出書類 提出方法等

鹿児島市外に本店がある企業については、建設業法に規定
する各工事指定している工種の経営事項審査結果の総合評
点（「P 点」）が各工事で定める点数以上であることを証明
できる書類の写し※１

A4 判縦長左綴
じとし、A4 サ
イズのファイ
ルに綴じて提

出。
様式Ⅱ-1～Ⅱ-
8 及びその他
添付資料を合
冊すること。

様式Ⅱ-6 の実績に関する契約内容及び業務の内容を確認で
きる仕様書等の写し（TECRIS 等）※３

監理技術者又は主任技術者となり得る資格を有しており、
参加資格確認申請書の受付を行う日から起算して 3 か月以
上前から直接的な雇用関係にある者を雇用していることを
証明できる書類の写し。※１

添付書類
〈維持管理

を行う
構成企業〉

直近 1 年間に国税及び地方税を滞納していないことを証明
する以下の書類の写し※１
〔市町村税〕鹿児島市発行の「市税」の『滞納がないこと
の証明書』なお、鹿児島市内に事業所等がない場合は、提
出不要
〔消費税及び地方消費税〕税務署発行の『納税証明書その
３』（その３の３でも可）（消費税及び地方消費税の未納税
額のない証明用）

営業に関し法令上許認可を必要とする場合において、当該
許認可を得ている者であることを証明できる書類の写し※
１

業務に係る契約を的確に履行できる経営の規模及び状況に
あると認められることを証明できる書類の写し※１

水道法施行令（昭和 32年政令第 336 号）第 7条に規定する
水道技術管理者の資格を有する者を 1 人以上雇用している
ことを証明できる書類の写し※３

次の要件を全て満たす者を 1 人以上雇用していることを証
明できる書類の写し※３
・学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）による高等学校以
上の学校において電気又は機械のいずれかに関する学科を
修めて卒業していること。
・水道法（昭和 32年法律第 177 号）第 3条第 2項に規定す
る水道事業（ただし、同条第3項の簡易水道事業を除く。）
における浄水施設又は取水施設の維持管理業務について、
3 年以上の実務経験を有していること。
・酸素欠乏症等防止規則第27条に規定する酸素欠乏・硫化
水素危険作業主任者技能講習を修了していること。

次の要件を全て満たす者を 1 人以上雇用していることを証
明できる書類の写し※３
・電気工事士法（昭和 35年法律第 139 号）第 3条第 1項に
規定する第一種電気工事士の資格を有すること。
・酸素欠乏症等防止規則第27条に規定する酸素欠乏・硫化
水素危険作業主任者技能講習を修了していること。

様式Ⅱ-6 の実績に関する契約書の写し又は業務の内容が確
認できる仕様書等の写し※３
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様式番号 提出書類 提出方法等

添付書類 会社概要（業務履歴等が分かるもの）
A4 判縦長左綴じと
し、A4 サイズのフ
ァイルに綴じて提
出。
様式Ⅱ-1～Ⅱ-8 及
びその他添付資料を
合冊すること。

〈その他〉 参加資格確認審査結果等の郵送のための封筒※４

※1 全ての構成企業

※2 構成企業のうちいずれかが提出

※3 少なくとも主たる業務を担う 1 者が提出

※4 返信用封筒は、表に申請者（代表企業）の名称、住所及び担当者名を記載し、簡易書留料

金分を加えた切手（返信書類は A4 1 枚）を貼った長 3 号封筒とする。



5

（３）提案審査に関わる提出様式

①提出書類一覧表等

様式番号 提出書類 提出方法等 部数

様式Ⅲ-1 提出書類一覧表 ※1
正本 1 部
副本 11 部

様式Ⅲ-2 見積書

様式Ⅲ-2、様式Ⅲ-3-①
～④を封筒に密封し、割
印をして提出

各 1 部

様式Ⅲ-3-① 事業費内訳書

様式Ⅲ-3-② 全体年次計画表

様式Ⅲ-3-③
設計・建設工事段階における地元
企業への分担率に関する誓約書

様式Ⅲ-3-④
設計・建設工事段階における地元
企業の工事額等の内訳金額

様式Ⅲ-4 募集要項等に関する誓約書
※1
正本のみに綴じること

1 部

様式Ⅲ-5 要求水準書チェックシート ※1
正本 1 部
副本 11 部

様式Ⅳ-1 技術提案書類提出書
※1
正本のみに綴じること

1 部

※1 様式Ⅲ-1、様式Ⅲ-4、様式Ⅲ-5 及び様式Ⅳ-1 は、A4 判縦長左綴じとし、技術提案書とと

もに A4 サイズのファイルに綴じて提出する。

②技術提案書

    様式Ⅳ-2 から様式Ⅳ-19 までの合計ページ数は 80 ページ以内（制限無しの様式は除

く）とすること。

【提出部数：正本 1 部、副本 11 部】

（1／4）

様式番号 提出書類 提出方法等
制限ページ数

（A4 判）

様式Ⅳ-2
河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事
業 技術提案書

A4 サイズ（A3 判
は折込）のファ
イル綴じとす
る。（ファイルの
厚みが 10cm を超
える場合は分冊
とする。）様式毎
にインデックス
をつけること。

1 ページ

様式Ⅳ-3 技術提案概要書 4 ページ
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（2／4）

様式番号 提出書類 提出方法等
制限ページ数

（A4 判）

１．事業全体に関する事項

A4 サイズ（A3 判
は折込）のファ
イ ル 綴 じ と す
る。（ファイルの
厚みが 10cm を超
える場合は分冊
とする。）
様式毎にインデ
ックスをつける
こと。

様式Ⅳ-4 （１）基本方針に関する提案
1 ページ以上
3 ページ以下

様式Ⅳ-5 （２）環境配慮に関する提案
3 ページ以上
9 ページ以下

様式Ⅳ-6 （３）新技術に関する提案
3 ページ以上
9 ページ以下

様式Ⅳ-7
（４）セキュリティの確保に関する提
案

1 ページ以上
3 ページ以下

様式Ⅳ-8 （５）見学者に関する提案
3 ページ以上
9 ページ以下

様式Ⅳ-9 （６）運転維持管理業務に関する提案
2 ページ以上
6 ページ以下

様式Ⅳ-10 （７）リスク管理に関する提案
1 ページ以上
3 ページ以下

２．設計・建設工事に関する事項

様式Ⅳ-11 （１）共通事項
10 ページ以上
30 ページ以下

様式Ⅳ-11-①
統括マネジメント業務（設計・建設工
事）における配置予定者の資格

制限無し

様式Ⅳ-11-②
統括マネジメント業務（設計・建設工
事）における配置予定者の実績

制限無し

様式Ⅳ-11-③
統括マネジメント業務（維持管理業
務）における配置予定者の資格

制限無し

様式Ⅳ-11-④
統括マネジメント業務（維持管理業
務）における配置予定者の実績

制限無し

様式Ⅳ-11-⑤ 設計業務における配置予定者の資格 制限無し

様式Ⅳ-11-⑥ 設計業務における配置予定者の実績 制限無し

様式Ⅳ-11-⑦ 土木工事における配置予定者の資格 制限無し

様式Ⅳ-11-⑧ 土木工事における配置予定者の実績 制限無し

様式Ⅳ-11-⑨ 建築工事における配置予定者の資格 制限無し



7

（3／4）

様式番号 提出書類 提出方法等
制限ページ数
（A4 判）

様式Ⅳ-11-⑩ 建築工事における配置予定者の実績

A4 サイズ（A3 判
は折込）のファ
イ ル 綴 じ と す
る。（ファイルの
厚みが 10cm を超
える場合は分冊
とする。）
様式毎にインデ
ックスをつける
こと。

制限無し

様式Ⅳ-11-⑪
機械設備工事における配置予定者の資
格

制限無し

様式Ⅳ-11-⑫
機械設備工事における配置予定者の実
績

制限無し

様式Ⅳ-11-⑬
電気設備工事における配置予定者の資
格

制限無し

様式Ⅳ-11-⑭
電気設備工事における配置予定者の実
績

制限無し

様式Ⅳ-12
（２）事前・事後調査業務に関する提
案

1 ページ以上
3 ページ以下

様式Ⅳ-13 （３）土木・建築施設に関する提案
4 ページ以上
12 ページ以下

様式Ⅳ-13-① 土木構造物リスト 制限無し

様式Ⅳ-13-② 建築構造物リスト 制限無し

様式Ⅳ-14 （４）機械設備に関する提案
3 ページ以上
9 ページ以下

様式Ⅳ-14-① 機械設備リスト 制限無し

様式Ⅳ-15 （５）電気設備に関する提案
3 ページ以上
9 ページ以下

様式Ⅳ-15-① 電気設備リスト 制限無し

様式Ⅳ-16 （６）建設工事に関する提案
3 ページ以上
9 ページ以下

３．維持管理業務に関する事項

様式Ⅳ-17 （１）実施体制に関する提案
2 ページ以上
6 ページ以下

様式Ⅳ-17-①
維持管理業務（日常保守点検業務）に
おける配置予定者の資格

制限無し

様式Ⅳ-17-②
維持管理業務（日常保守点検業務）に
おける配置予定者の実績

制限無し

様式Ⅳ-18 （２）業務計画に関する提案
2 ページ以上
6 ページ以下

様式Ⅳ-18-①
維持管理業務における点検内容と点検
頻度リスト

制限無し
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（4／4）

様式番号 提出書類 提出方法等
制限ページ数
（A4 判）

４．地域経済・地域活動への貢献

A4 サイズ（A3 判
は折込）のファ
イ ル 綴 じ と す
る。（ファイルの
厚みが 10cm を超
える場合は分冊
とする。）
様式毎にインデ
ックスをつける
こと。

様式Ⅳ-19
（２）地域活動・地域社会への貢献に
関する提案

1 ページ以上
3 ページ以下

５．添付資料

様式Ⅳ-20
河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新
事業 技術提案書添付資料

1 ページ

様式Ⅳ-21 各様式に対する添付資料一覧表 制限無し

資料① 各様式に対する添付資料 制限無し

様式Ⅳ-22 施設計画図面一覧集

A3 サイズのファ
イ ル 綴 じ と す
る。（ファイルの
厚みが 10cm を超
える場合は分冊
とする。）
必要に応じてイ
ンデックスをつ
けること。

制限無し

資料② 施設計画図面集 制限無し

様式Ⅳ-23 電子データ一覧表

資料③と合わせ
て電子データに
て 提 出 す る こ
と。

制限無し

資料③ 電子データ（CD-R 等）

（３）提案審査
に関わる提出様
式に示す提出書
類と同じ電子デ
ータを CD-R また
は DVD-R に書き
込むこと。

制限無し
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２．作成要領

（１）全般的事項

① 各提出書類に用いる言語は日本語、通貨は円、単位は計量法（平成 4 年法律第 51 号）

に定めるものとすること。

② 提出書類の作成に用いるアプリケーションは、様式ごとのファイル形式に対応した

Microsoft Word または Microsoft Excel を使用すること。様式に定めのないものについては

Microsoft Word、Microsoft Excel または JWCAD で使用できるファイル（（ファイル形式

JWW） JWCAD 上で正常に動作することを確認したもの）を使用すること。

③ 使用する用紙は、表紙を含めて各規定様式を使用し、原則 A4 判（縦長横書き）とす

る。指定のある場合又は図表等で A4 判がふさわしくない場合は A3 判（横書き）の使用

を認める。

④ A4 判が原則となっているページ数の制限は A4 判換算で行う。

（例：A3 判 1 ページ＝A4 判 2 ページ）

⑤ A4 判は両面印刷（表紙は除く）、A3 判は片面印刷を基本とする。

⑥ 各提出書類で使用する文字の大きさは、原則として 10.5 ポイント以上とし、内容が判

読し易いフォントを使用すること。また、1 ページは 40 行以内とすること。ただし、図

表内の文字の大きさについては 10.5 ポイント未満でも構わないものとする。

⑦ 製本の際のとじしろを考慮し、A4 判は左右 25 ㎜以上、A3 判は左 25 ㎜以上の余白を

設定すること。

⑧ 提出書類の 1 様式（項目）が複数ページにわたるときは、通しページ番号とは別に様

式番号の右側に番号を振ること。

例）（様式〇－〇）[1/2]、（様式〇－〇）[2/2]

（２）募集要項の各種申込で使用する様式に関する事項（様式Ⅰ）

作成要領及び提出要領

募集要項を参照すること。

（３）参加資格審査に関わる提出様式に関する事項（様式Ⅱ）

提出要領

ア 参加資格確認申請書類について、A4 判縦長左綴じとし、1 部提出すること。参加資

格確認申請書類は、A4 サイズのファイルに綴じ、表紙に「河頭浄水場（甲系統の浄水

施設）更新事業参加資格確認申請書類」の文字及び「グループ名」を記載すること。

また、ファイルの背表紙にも同様の記載をすること。

  なお、様式毎にインデックスを付けるものとする。（リサイクル可能なインデックス

を使用すること。）

イ 作成した参加資格確認申請書類を封筒又は箱に入れて提出すること。また、封筒表

面又は箱に「河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業参加資格確認申請書類 在中」

と朱書し、「代表企業の名称」「代表者名」「代表企業の住所又は所在地」を記載した

上で、募集要項に示す期間内に持参又は郵送により提出すること。
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（４）提案審査に関わる提出様式に関する事項（様式Ⅲ、様式Ⅳ、添付資料）

①作成要領

ア 様式集で提案及び提示を求めている全ての事項に関して記述すること。

イ 優先交渉権者選定基準の別表（技術評価審査の配点及び評価内容）に示す内容を踏

まえ、対応する提案内容の記載箇所が明確に確認できるように配慮すること。

ウ すべてのページに通しページ番号（例：1/15～15/15）を記載すること。また、表紙

の次に目次を添付すること。

エ 造語及び略語は、初出の個所に定義を記述すること。

オ 他の様式に関連する事項が記載されている等、参照が必要な場合には、該当するペ

ージや様式番号を記入するなど、その箇所をわかりやすく示すこと。

カ 提案内容等で強調したい部分があれば、下線等の処理を行うこと。

キ 提案書の作成に当たり、図や表等は適宜使用してもよいが、規定のページ数に含め

ること。

ク 各様式の記載事項については、概略図等を含めて提案内容が確認できるように記述

すること。添付資料は提案内容の根拠として提出を求めるものであり、提案審査にお

ける評価はあくまでも様式内の記載内容に対して行う。また、ページ数が少ない場合

でもページ数の規定範囲内であれば減点の対象とはならないので各様式は提案に必要

なページ数で簡潔にわかりやすく作成すること。

ケ 技術提案書は、１．（３）提案審査に関わる提出様式に示すとおりとすること。制限

ページ数を超えて記述した提案については、超過部分以降を評価対象から除外する。

また、各様式の制限ページ数を下回る場合は、不足するページ数に応じて減点する。

なお、各様式自体の提出が無かった場合は失格とする。

コ 様式ごとに求めている提案項目以外の内容を含む提案については、提案項目以外の

内容に該当する部分は評価対象から除外する。

サ 要求水準書の内容が技術提案書に記載されていない場合でも、要求水準を満足する

ことは前提となるため、要求水準に関する記載事項をそのまま技術提案書に転記する

ことは避け、提案を重視して提案書を作成すること。ただし、提案内容の説明のため

に要求水準の一部を技術提案書に示すことは妨げない。

シ 技術提案書の正本については、提案書等の記載に際して、企業名、ロゴ、住所、氏

名等、応募者が特定できる表現は可とする。表紙に「河頭浄水場（甲系統の浄水施設）

更新事業 技術提案書」の文字、「グループ名」を記載すること。また、ファイルの

背表紙や様式にグループ名の記載項目があるものにも同様の記載をすること。なお、

項目ごとにインデックス（リサイクル可能なインデックスを使用すること。）を付け

ること。

ス 技術提案書の副本については、グループ名を伏せて選定を行うため、提案書等の記

載に際して、記載の指示がない限り、企業名、ロゴ、住所、氏名等、応募者が特定で

きる表現はしないこと。特定できる表現等がある場合、該当箇所及び関連する箇所に

ついて削除した上で審査を行う場合がある。表紙に「河頭浄水場（甲系統の浄水施設）

更新事業 技術提案書」の文字、「受付記号（局が参加資格確認結果において通知す

る）」を記載すること。また、ファイルの背表紙や様式にグループ名の記載項目があ

るものにも同様の記載をすること。なお、項目ごとにインデックス（リサイクル可能
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なインデックスを使用すること。）を付けること。

セ 施設計画図面集は、パース図（整備完了時）、全体配置計画図、浄水処理フロー図、

水収支フロー図及び水位高低図など、提案に対する根拠又は補足となる図面等を添付

すること。

ソ 施設計画図面集の正本については、図面等の記載に際して、企業名、ロゴ、住所、

氏名等、応募者が特定できる表現は可とする。表紙に「河頭浄水場（甲系統の浄水施

設）更新事業 施設計画図面集」の文字、「グループ名」を記載すること。また、フ

ァイルの背表紙にも同様の記載をすること。なお、必要に応じてインデックス（リサ

イクル可能なインデックスを使用すること。）を付けること。

タ 施設計画図面集の副本については、グループ名を伏せて選定を行うため、図面等の

記載に際して、記載の指示がない限り、企業名、ロゴ、住所、氏名等、応募者が特定

できる表現はしないこと。特定できる表現等がある場合、該当箇所及び関連する箇所

について削除した上で審査を行う場合がある。表紙に「河頭浄水場（甲系統の浄水施

設）更新事業 施設計画図面集」の文字、「受付記号（局が参加資格確認結果におい

て通知する）」を記載すること。また、ファイルの背表紙にも同様の記載をすること。

なお、必要に応じてインデックス（リサイクル可能なインデックスを使用すること。）

を付けること。

チ 各様式に対する添付資料等のページ数に制限がないものについては、必要最小限の

ページ数で簡潔に作成すること。

ツ 各様式に対する添付資料は、図面以外の設計・建設工事の工程表、水収支計算書、

水理計算書、容量計算書（水槽構造物、機械設備）、年間使用電力量（45,000 ㎥/日で

浄水処理時）及び浄水処理フロー検討書（概略）など、提案に対する根拠又は補足と

なる資料を添付すること。

テ 見積金額等は、積算基準日（令和 7 年 10 月 1 日）時点のものとし、事業期間にわた

るサービス対価を単純に合計した金額とすること。（設計及び建設工事請負契約書

（案）及び維持管理業務委託契約書（案）に規定する物価変動等に応じた改定は見込

まないこと。）

ト 見積金額等は、消費税及び地方消費税を含まない金額を記入すること。

ナ 技術提案書（様式Ⅳ-1～23）の記述内容や構成等と、見積書（様式Ⅲ-2）、事業費内

訳書（様式Ⅲ-3-①）、全体年次計画表（様式Ⅲ-3-②）、設計・建設工事段階における

地元企業への分担率に関する誓約書（様式Ⅲ-3-③）及び設計・建設工事段階におけ

る地元企業の工事額等の内訳金額（様式Ⅲ-3-④）は整合性を図り、それらの見積金

額やその内訳の根拠となるよう配慮して作成すること。

②提出要領

ア 提出書類については、押印を行った見積書（様式Ⅲ-2）、事業費内訳書（様式Ⅲ-3-
①）、全体年次計画表（様式Ⅲ-3-②）、設計・建設工事段階における地元企業への分担

率に関する誓約書（様式Ⅲ-3-③）及び設計・建設工事段階における地元企業の工事額

等の内訳金額（様式Ⅲ-3-④）の各 1 部を、封筒（角型 2 号）に同封し、密封して裏面

3 箇所に様式Ⅱ-4 で届け出た使用印鑑により割印すること。また、封筒表面には、「河

頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業見積書 在中」と朱書し、「代表企業の名称」
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「代表者名」「代表企業の住所又は所在地」を記載し提出すること。

イ 提出書類一覧表（様式Ⅲ-1）、要求水準書チェックシート（様式Ⅲ-5）及び技術提案

書類提出書（様式Ⅳ-1）は、A4 判縦長（A3 判は折込み）左綴じとし、技術提案書と

ともに A4 サイズのファイルに綴じて、12 部（正本 1 部、副本 11 部）を提出するこ

と。なお、募集要項等に関する誓約書（様式Ⅲ-4）及び技術提案書類提出書（様式Ⅳ

-1）については、正本にのみ綴じて提出すること。

ウ 技術提案書は、A4 判縦長左綴じとし、A4 サイズのファイルに綴じ、12 部（正本 1
部、副本 11 部）を提出すること。

エ 施設計画図面集は、技術提案書とは別冊とし、図面は A3 判を基本とする。A3 サイ

ズのファイルに綴じ、12 部（正本 1 部、副本 11 部）を提出すること。

オ 技術提案書提出時には、上記イ、ウ及びエで作成した提出書類と同じ内容を保存し

た CD-R または DVD-R を 1 部提出すること。当該 CD-R または DVD-R には、「河頭浄

水場（甲系統の浄水施設）更新事業技術提案書等」の文字及び「受付記号」を明記す

ること。

カ CD-R または DVD-R 内のフォルダー構成は、「技術提案書」と「施設計画図面集」

分けて作成し、必要なファイルを分かり易く保存すること。また技術提案書について

は作成した Microsoft Word、Microsoft、Excel 等のデータ及びこれらを PDF に変換した

データ（PDF はテキストを読み込むことができる形式とすること）を「技術提案書」

と「施設計画図面集」に分けて保存すること。

キ 提出するデータは書面で提出する「技術提案書」及び「施設計画図面集」と同様の

構成とすること。

ク 提出する CD-R または DVD-R は、提出前にコンピュータウィルス等に感染していな

いことを確認すること。

ケ 提出書類とデータの内容が異なっている場合は、提出された書類の内容を優先する。

その相違による不利益は、応募者が負うものとする。

コ 作成した技術提案書等は箱に入れて、募集要項に示す期間内に持参により提出する

こと。

３．様式集

提出書類の作成に当たっては、この要領を参考に、次頁以降の添付の様式に従って記述す

ること。

提案内容は、可能な限り根拠等を示しながら具体的に記述すること。
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Ⅰ．募集要項の各種申込で使用する様式
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（様式 Ⅰ-1）

令和 8年  月  日

募集要項等に関する説明及び現地見学会参加申込書

（様式 Ⅰ-1）

鹿児島市水道事業及び公共下水道事業管理者　　

水道局長　遠藤　章　様

（注）「住所又は所在地」には、担当者が在籍する所在地等を記載ください。

① ④

② ⑤

③ ⑥

（注）説明及び現地見学会の参加者は１社あたり6名以内としてください。

（注）体調のすぐれない方、発熱のある方は参加できません。その場合、代理の出席は

　　　可とします。当日、受付時に申し出てください。

（注）参加希望日の欄に第１～８希望まで数字を記入ください。

（注） Excel形式で提出してください。

（注） ファイル名は「(商号又は名称)_説明及び現地見学会参加申込」としてください。

令和8年2月24日(火)　午後（13:30～16:00）

所属部署名参加者氏名

来場方法

　来場方法についてご回答ください。
　なお、車で来場する場合は、2台までとします。

　　□　車
　　□　その他（　　　　　　　　　）

令和8年2月24日(火)　午前（ 9:00～11:30）

令和8年2月27日(金)　午後（13:30～16:00）

令和8年2月27日(金)　午前（ 9:00～11:30）

令和8年2月26日(木)　午後（13:30～16:00）

令和8年2月26日(木)　午前（ 9:00～11:30）

第　希望

第　希望

令和8年2月25日(水)　午後（13:30～16:00）

住 所 又 は 所 在 地

担 当 者 名

担 当 者 の所 属・ 役職

電 話 番 号

電 子 メ ール アド レス

申
　
込
　
者

令和　８年　　月　　日

　「河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業」の募集要項等に関する説明及び現地見
学会に以下のとおり申し込みます。

商 号 又 は 名 称

第　希望

第　希望

第　希望

第　希望

第　希望

参加者氏名

参加希望日

第　希望

開催日

所属部署名

募集要項等に関する説明及び現地見学会参加申込書

令和8年2月25日(水)　午前（ 9:00～11:30）

別途公表している、様式Ⅰ-1 の Microsoft Excel

ファイルをダウンロードして使用し、提出すること。
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（様式 Ⅰ-2）

令和 8年  月  日

募集要項等の公表に伴う閲覧資料のデータ借受申込書

（様式 Ⅰ-2）

鹿児島市水道事業及び公共下水道事業管理者　　

水道局長　遠藤　章　様

（注） 今回希望者に配布するＤＶＤは、実施方針等に関する閲覧資料として配付した

　　　ものと同一のものとなります。　

（注）「住所又は所在地」には、担当者が在籍する所在地等を記載ください。

（注） 様式Ⅰ－1と同時に提出してください。（閲覧資料のデータ借受が不要な場合は

　　　提出不要です。）

（注） 説明会当日に様式Ⅰ-3-①の原本（紙出力し押印したもの）を提出ください。

（注） 必要に応じて、説明会当日に様式Ⅰ-3-②の原本（紙出力し押印したもの）を提

　　　出ください。

（注） Excel形式で提出してください。

（注） ファイル名は「(商号又は名称)_閲覧資料のデータ借受申込書」としてください。

令和　８年　　月　　日

　「河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業」の募集要項等の公表に伴う閲覧資料の
データ借受を以下のとおり申し込みます。

商 号 又 は 名 称

住 所 又 は 所 在 地

担 当 者 名

担 当 者 の所 属・ 役職

電 話 番 号

電 子 メ ール アド レス

申
　
込
　
者

募集要項等の公表に伴う閲覧資料のデータ借受申込書

別途公表している、様式Ⅰ-2 の Microsoft Excel

ファイルをダウンロードして使用し、提出すること。
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（様式 Ⅰ-3-①）

令和 8年  月  日

守秘義務の遵守に関する誓約書

鹿児島市水道事業及び公共下水道事業管理者

          水道局長 遠藤 章 様

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名                 

「河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業」（以下「本事業」という。）への参画に係る検討

又は参画を目的（以下「本目的」という。）として、本誓約書を提出した者に鹿児島市水道局（以

下「水道局」という。）から配付される閲覧資料データ（以下「守秘義務対象資料」という。）の

提供を受けることを希望します。守秘義務対象資料の提供を受けるに当たっては、下記事項を遵守

し、秘密を保持することを誓約します。

記

第１条（利用の目的）

１ 当社は、本目的のためにのみ守秘義務対象資料の提供を受けるものであり、本目的以外の目

的のために守秘義務対象資料を利用しません。

２ 当社は、本目的を達するため必要な範囲及び方法で、当社が業務を委託する設計会社、建設

会社、その他関係する事業者に対し、守秘義務対象資料の全部又は一部を開示することができ

るものとします。

３ 当社は、本目的を達するため必要な範囲及び方法で、水道局に対して、様式Ⅰ-3-②により、

事前の書面による通知を行った上で、構成企業（構成企業になろうとする者を含む。）、当社

の関連会社（ここでいう関連会社とは当社が出資を受けている親会社並びに当社の連結子会社

及び当社の持分法適用会社を指します。）及び協力企業（本目的に関し、協力を依頼する者等

を指します。また、協力企業となろうとする者を含む。）（以下「第二次被開示者」と総称す

る。）に対し、守秘義務対象資料の全部又は一部を開示することができるものとします。

４ 当社は、自らの責任において、前二項の定めにより守秘義務対象資料の全部又は一部の開示

を受けた者に本誓約書に定める義務を遵守させるものとし、これらの者がかかる義務に違反し

た場合には、当社が本誓約書に違反したとみなされて責任を負うことを約束します。

５ 当社は、水道局から提供される全ての守秘義務対象資料等は、参考のために提供されるもの

であり、水道局はその内容の正確性について一切の責任を負わないことを承認します。

第２条（秘密の保持）

当社は、水道局から提供を受けた守秘義務対象資料を秘密として保持するものとし、前条に定

める場合のほか、第三者に対し開示しません。但し、法律、命令、条例等（以下「法令等」とい

う。）により開示が義務付けられる場合はこの限りではありません。

印



17

第３条（善管注意義務）

当社は、水道局から提供を受けた守秘義務対象資料を、善良な管理者としての注意をもって取

り扱うことを約束します。

第４条（期間）

本誓約書に基づき当社が負う義務は、本事業にかかる調達終了後であっても、存続するものと

します。

第５条（損害賠償義務）

当社の本誓約書に違反する行為により秘密が漏洩した場合、当社は、それにより水道局に生じ

た損害を賠償することを約束します。

第６条（書類の破棄）

１ 水道局から提供を受けた守秘義務対象資料は、本目的のために遂行する業務が終了した時点

で、すべて速やかに当社の責任において適切に破棄することを約束します。また、この場合に

おいて、当社の第二次被開示者に対して守秘義務対象資料の全部又は一部を開示していたとき

は当社の第二次被開示者に対して、開示を受けた守秘義務対象資料をすべて速やかに当社の責

任において適切に破棄させることを約束します。

２ 水道局から提供を受けた守秘義務対象資料について、その全部又は一部の複製を行った場合

（磁気ディスクその他の媒体への記録を含む。）、本目的のために遂行する業務が終了した時

点で、すべて速やかに当社の責任において適切にこれらを破棄又は消去することを約束します。

ただし、社内決裁資料に守秘義務対象資料に記載された情報が含まれ不可分一体となっている

場合及び法令等により守秘義務対象資料に記載された情報を保持することが義務付けられてい

る場合は、当社は守秘義務対象資料等を破棄することなく、当社において適切に保管すること

を約束します。この場合、当社、当社の第二次被開示者は、その理由を付して破棄予定日を水

道局に対し、通知することとし、情報保持を義務付けられた期間が経過したときは、すべて速

やかに当社の責任において適切に破棄又は消去することを約束します。

３ 当社、当社の第二次被開示者は、前二項の規定に基づき守秘義務対象資料を破棄又は消去し

たときは、水道局に対し、その旨報告します。

第７条（準拠法、管轄）

１ 本誓約書は日本法に従って解釈されるものとします。

２ 当社は、本誓約書に関連する一切の紛争については、鹿児島地方裁判所を第一審の専属的合

意管轄裁判所とすることに合意します。

以上
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（様式 Ⅰ-3-②）

令和 8年  月  日

第二次被開示者への資料開示通知書

鹿児島市水道事業及び公共下水道事業管理者

          水道局長 遠藤 章 様

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名                 

令和8年2月5日付で公表された「河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業 募集要項等」

に関し、当社が守秘義務の遵守に関する誓約書を鹿児島市水道局（以下「水道局」という。）に

提出し、水道局から提供を受けた守秘義務対象資料について、以下の者に対して資料を開示する

ので通知します。

なお、これらの情報開示対象者は当社に対し、当社が水道局に対して誓約している守秘義務と

同等又はそれ以上の義務を負うことを約束します。

■第二次被開示者

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名

当社との関係

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名

当社との関係

※ 欄が不足する場合は適宜追加してください。

印
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（様式 Ⅰ-4）

令和 8年  月  日

募集要項等に関する意見・質問書

（様式 Ⅰ-4）

鹿児島市水道事業及び公共下水道事業管理者　　

水道局長　遠藤　章　様

「河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業」の募集要項等について、以下のとおり意見及び質問を提出します。

頁 章 節 項 目

記入例 10 1 1 (6) ②

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

募集要項等に関する意見・質問書

令和　８年　　月　　日

質

問

者

情

報

No
見出し符号

意見・質問合計数 0

電 話 番 号

電 子 メ ール アド レス

項目名

ア　設計・建設工事期間

内容

△△について◎◎という理解で宜しいでしょうか。

商 号 又 は 名 称

住 所 又 は 所 在 地

担 当 者 名

担 当 者 の所 属・ 役職

文書名

募集要項

＜記載要領＞

・「住所又は所在地」には、担当者が在籍する所在地等を記載してください。

・意見及び質問は1行につき1問としてください。

・意見及び質問数に応じて行を追加して使用ください。

・行の幅（高さ）は必要に応じて変更してください。

・列の追加・移動、セルの結合は行わないでください。

・ファイル名は「(商号又は名称)_募集要項等に関する意見・質問書」として

Excel形式で提出してください。

別途公表している、様式Ⅰ-4 の Microsoft Excel

ファイルをダウンロードして使用し、提出すること。
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（様式 Ⅰ-5）

令和 8年  月  日

原水提供申込書

（様式 Ⅰ-5）

鹿児島市水道事業及び公共下水道事業管理者　　

水道局長　遠藤　章　様

（注）「住所又は所在地」には、担当者が在籍する所在地等を記載ください。

（注） 希望する時間及び原水採水希望の必要又は不要に〇を付けてください。

（注） ご希望の日時で対応が困難な場合もありますので、その際は別途調整させていた

　　　だきます。

（注） 受け渡し場所は採水希望場所により異なります。

（注） 申込者にて採水用のポリタンク、バケツ、ロープなどを持参ください。

（注） Excel形式で提出してください。

（注） ファイル名は「(商号又は名称)_原水提供申込」としてください。

（注） 参加表明書等の提出後も、グループではなく各企業の申込としてください。

令和　８年　　月　　日

原水提供申込書

　「河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業」の募集要項等の公表に伴う原水提供に
ついて、以下のとおり申し込みます。

商 号 又 は 名 称

申
　
込
　
者

住 所 又 は 所 在 地

担 当 者 名

必要　　・　　不要

必要　　・　　不要

担 当 者 の所 属・ 役職

電 話 番 号

電 子 メ ール アド レス

希　望　日

希　望　時　間

原水採水希望

令和　８年　　月　　日

９時　　　・　　　１４時

河頭取水口

石井手取水場

小野取水場

必要　　・　　不要

別途公表している、様式Ⅰ-5 の Microsoft Excel

ファイルをダウンロードして使用し、提出すること。



21

（様式 Ⅰ-6）

令和 8年  月  日

参加資格の確認結果に関する説明の要求書

鹿児島市水道事業及び公共下水道事業管理者

          水道局長 遠藤 章 様

グ ル ー プ 名

［代表企業］

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名                 

｢河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業｣における参加資格の確認結果に関する説明を要求

します。

印
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（様式 Ⅰ-7）

令和 8年  月  日

資料閲覧申請書

（様式 Ⅰ-7）

鹿児島市水道事業及び公共下水道事業管理者　　

水道局長　遠藤　章　様

㊞

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

（注）「住所又は所在地」には、担当者が在籍する所在地等を記載してください。

（注）資料閲覧における担当者はグループの代表企業以外の者を選任することも可とし

　　ます。　　

（注）資料閲覧の参加者は１グループあたり15名以内としてください。

（注）行数が不足する場合は、適宜追加してください。

（注）体調のすぐれない方、発熱のある方は参加できません。その場合、代理の出席は

　　可とします。

（注）上記と異なる者が参加する場合又は参加者に増減がある場合は、当日、受付時に

　　申し出てください。

（注） Excel形式で提出してください。

（注） ファイル名は「（応募グループ名）_資料閲覧申込」としてください。

令和　８年　　月　　日

資料閲覧申請書（第　　回）

　「河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業」の資料閲覧について、以下及び別添の
とおり申し込みます。

グ ル ー プ 名

[代表企業］

商 号 又 は 名 称

住所又は所在地

代 理 人 職 氏 名

参加者氏名

代 表 者 職 氏 名

担
当

者
連

絡
先

商 号 又 は 名 称

住 所 又 は 所 在 地

担 当 者 名

担 当 者 の所 属・ 役職

電 話 番 号

電 子 メ ール アド レス

所属部署名所属企業の商号又は名称

第２希望

第３希望

令和　８年　　月　　日

閲覧希望時間

時　　～　　　　時第１希望

閲覧希望日

令和　８年　　月　　日

令和　８年　　月　　日

時　　～　　　　時

時　　～　　　　時

別途公表している、様式Ⅰ-7 及びⅠ-7 (別添）の

Microsoft Excel ファイルをダウンロードして使用し、

閲覧事項を記入の上、提出すること。
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様式 Ⅰ-7(別添）

頁 章 節 項 目

記入例 51 4 1 (9)

1

2

3

4

5

6

7

※注意事項

※1：閲覧を希望する資料及び確認したい内容を、簡潔かつ具体的に記載してください。

　　 資料名が不明な場合は、確認したい内容のみ記入してください。

※2：該当箇所の記入に当たっては、数値、記号は半角文字で記入してください。

※3：行数・行の高さが不足する場合は、適宜追加・調整してください。

※4：内容によっては、資料不足等により閲覧不可となる場合があります。

※5：資料の撮影、コピー及びスキャンは可とし、持ち出し及び貸し出しは禁止します。

　　 撮影等に必要な機材は、申込者にてご用意ください。

※6：文書ごとに、当該個所の順に記入してください。

No 確認したい内容

資料閲覧事項

△△について◎◎を確認

したい。

閲覧を希望

する資料

各業務の点

検業務報告

書

文書名

募集要項等参照箇所

要求水準書

別途公表している、様式Ⅰ-7 及びⅠ-7 (別添）の

Microsoft Excel ファイルをダウンロードして使用し、

閲覧事項を記入の上、提出すること。
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（様式 Ⅰ-8）

令和 8年  月  日

現場調査申請書

（様式 Ⅰ-8）

鹿児島市水道事業及び公共下水道事業管理者　　

水道局長　遠藤　章　様

㊞

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

（注）「住所又は所在地」には、担当者が在籍する所在地等を記載してください。

（注）現場調査における担当者はグループの代表企業以外の者を選任することも可とし

　　ます。　　

（注）現場調査の参加者は１グループあたり15名以内としてください。

（注）行数が不足する場合は、適宜追加してください。

（注）体調のすぐれない方、発熱のある方は参加できません。その場合、代理の出席は

　　可とします。

（注）上記と異なる者が参加する場合又は参加者に増減がある場合は、当日、受付時に

　　申し出てください。

（注） Excel形式で提出してください。

（注） ファイル名は「（応募グループ名）_現場調査申込」としてください。

調査希望日 調査希望時間

令和　８年　　月　　日

現場調査申請書（第　　回）

グ ル ー プ 名
「代表企業］

商 号 又 は 名 称

住所又は所在地

代 表 者 職 氏 名

担
当
者
連
絡
先

商 号 又 は 名 称

住 所 又 は 所 在 地

担 当 者 名

担 当 者 の所 属・ 役職

電 話 番 号

代 理 人 職 氏 名

　「河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業」の現場調査について、以下及び別添の
とおり申し込みます。

所属企業の商号又は名称 所属部署名 参加者氏名

電 子 メ ール アド レス

第３希望 令和　８年　　月　　日 時　　～　　　　時

第１希望 令和　８年　　月　　日 時　　～　　　　時

第２希望 令和　８年　　月　　日 時　　～　　　　時

別途公表している、様式Ⅰ-8 及びⅠ-8 (別添）の

Microsoft Excel ファイルをダウンロードして使用し、

現場調査事項を記入の上、提出すること。
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様式 Ⅰ-8(別添）

頁 章 節 項 目

記入例 20 3 3 (3) ②ア

1

2

3

4

5

6

7

8

※注意事項

※1：調査を希望する事項及び確認したい内容を、簡潔かつ具体的に記載してください。

※2：該当箇所の記入に当たっては、数値、記号は半角文字で記入してください。

※3：行数・行の高さが不足する場合は、適宜追加・調整してください。

※4：調査箇所によっては、立入困難等により調査不可となる場合があります。

※5：現場の撮影は可とします。撮影に必要な機材は、申込者にてご用意ください。

※6：文書ごとに、当該個所の順に記入してください。

既存取水ポ

ンプ設備
要求水準書

△△のため、◎◎を確認

したい。

現場調査事項

No
調査を希望

する事項

募集要項等参照箇所
確認したい内容

文書名

別途公表している、様式Ⅰ-8 及びⅠ-8 (別添）の

Microsoft Excel ファイルをダウンロードして使用し、

現場調査事項を記入の上、提出すること。
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（様式 Ⅰ-9）

令和 8年  月  日

技術的対話に関する対話事項

（様式 Ⅰ-9）

鹿児島市水道事業及び公共下水道事業管理者　　

水道局長　遠藤　章　様

㊞

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

（注）「住所又は所在地」には、担当者が在籍する所在地等を記載してください。

（注）技術的対話における担当者はグループの代表企業以外の者を選任することも可と

　　します。

（注）技術的対話の参加者は１グループあたり15名以内としてください。

（注）行数が不足する場合は、適宜追加してください。

（注）体調のすぐれない方、発熱のある方は参加できません。

（注）上記と異なる者が参加する場合又は参加者に増減がある場合は、当日、受付時に

　　申し出てください。

（注） Excel形式で提出してください。

（注）ファイル名は「(入札参加者名（応募グループ名）_技術的対話に関する対話事項」

　　としてください。

参加希望日 参加希望時間（午前又は午後、どちらかに○）

令和　８年　　月　　日

技術的対話に関する対話事項（第　　回）

グ ル ー プ 名
「代表企業］

商 号 又 は 名 称

住所又は所在地

代 表 者 職 氏 名

担
当
者
連
絡
先

商 号 又 は 名 称

住 所 又 は 所 在 地

担 当 者 名

担 当 者 の所 属・ 役職

電 話 番 号

電 子 メ ール アド レス

代 理 人 職 氏 名

「河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業」の技術的対話に関する対話事項につい
て、以下及び別添のとおり提出します。

所属企業の商号又は名称 所属部署名 参加者氏名

第３希望

令和　８年　月　　日

令和　８年　月　　日

令和　８年　月　　日

第１希望

第２希望 午後 (14:00～16:00)

午後 (14:00～16:00)

午前(9:30～11:30)

午前(9:30～11:30)

午前(9:30～11:30)

午後 (14:00～16:00)

別途公表している、様式Ⅰ-9 及びⅠ-9 (別添）の

Microsoft Excel ファイルをダウンロードして使用し、

対話事項を記入の上、提出すること。
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様式 Ⅰ-9(別添）

頁 章 節 項 目

記入例 49 4 1 (8)

1

2

3

4

5

6

7

8

※注意事項

※1：技術的対話を希望する事項及び確認したい内容を、簡潔かつ具体的に記載してくだ

　　さい。

※2：該当箇所の記入に当たっては、数値、記号は半角文字で記入してください。

※3：行数・行の高さが不足する場合は、適宜追加・調整してください。

※4：文書ごとに、当該個所の順に記入してください。

維持管理委
託業務の点
検内容及び
頻度

要求水準書
△△について◎◎を確認
したい。

技術的対話に関する対話事項

No
対話を希望
する事項

募集要項等参照箇所
確認したい内容

文書名

別途公表している、様式Ⅰ-9 及びⅠ-9 (別添）の

Microsoft Excel ファイルをダウンロードして使用し、

対話事項を記入の上、提出すること。
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（様式 Ⅰ-10）

令和 8年  月  日

応募辞退届

鹿児島市水道事業及び公共下水道事業管理者

          水道局長 遠藤 章 様

グ ル ー プ 名

［代表企業］

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名                 

令和 8年 2月 5日付で公表された「河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業」の参加資格審

査申請を行いましたが、参加を辞退します。

記

（理 由）                                      

                                           

                                           

                                           

                                           

                                           

                                           

以上

印
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Ⅱ．参加資格審査に関わる提出様式
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（様式 Ⅱ-1）［1/2］

参加資格確認申請時必要書類一覧表

グループ名            

様式 No 提出書類の種類
参加者
確認

局
確認

様式Ⅱ-1 参加資格確認申請時必要書類一覧表 ☐ ☐
様式Ⅱ-2 参加表明書 ☐ ☐
様式Ⅱ-3 構成企業一覧 ☐ ☐
様式Ⅱ-4 委任状（グループの各構成員の代表者から代表企業の代

表者への委任状）
☐ ☐

委任状（代表企業の代表者から代理者への委任状） ☐ ☐
様式Ⅱ-5 参加資格確認申請書 ☐ ☐

様式Ⅱ-6 構成企業の実績に関する調書

設計□
土木☐
機械□
電気□
維持□

設計□
土木☐
機械□
電気□
維持□

様式Ⅱ-7 関連企業申告書 ☐ ☐
様式Ⅱ-8 添付書類一覧表 ☐ ☐
添付書類

〈設計業務
を行う構成

企業〉

令和 7・8 年度鹿児島市水道局建設工事等競争入札参加有
資格業者名簿に「土木コンサルタント」又は「建築コン
サルタント」で登録されている者、もしくは令和 8 年度
の建設工事等入札参加資格審査申請書一式を局に提出し
ており、「土木コンサルタント」又は「建築コンサルタン
ト」として追加登録される予定であることを証明できる
書類の写し※１

☐ ☐

建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定に基
づく一級建築士事務所の登録を行っていることを証明で
きる書類の写し※２

☐ ☐

国土交通省の建設コンサルタント登録規程（昭和 52 年建
設省告示第 717 号）第 2 条の規程に基づいて、建設コン
サルタント登録簿に上水道及び工業用水道部門で登録を
受けていることを証明できる書類の写し※２

☐ ☐

技術士（上下水道部門の上水道および工業用水道）を雇
用していることを証明できる書類の写し※３

☐ ☐

様式Ⅱ-6 の実績に関する契約内容及び業務の内容を確認
できる仕様書等の写し（TECRIS 等）※３

☐ ☐

添付書類
〈各工事を

行う
構成企業〉

令和 7・8 年度鹿児島市水道局建設工事等競争入札参加有
資格業者名簿に各工事で指定している工種に登録されて
いる者、もしくは令和 8 年度の建設工事等入札参加資格
審査申請書一式を局に提出しており、各工事で指定して
いる工種に追加登録される予定であることを証明できる
書類の写し※１

土木☐
建築□
機械□
電気□

土木☐
建築□
機械□
電気□

建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 3 条に規定する、
各工事に係る特定建設業の許可を受けていることを証明
できる書類の写し※１

土木☐
建築□
機械□
電気□

土木☐
建築□
機械□
電気□

地元企業については、令和 7・8 年度鹿児島市水道局建設
工事等競争入札参加有資格業者名簿（県内工事）に記載
された各工事で指定している工種の等級が「A 級」である
ことを証明できる書類の写し※１

土木☐
建築□
機械□
電気□

土木☐
建築□
機械□
電気□
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・『提出書類の種類』等については、募集要項も併せて確認してください。
・『提出書類の種類』を確認し、『参加者確認』にチェックをしてください。
※１ 全ての構成企業が提出
※２ 構成企業のうちいずれかが提出
※３ 少なくとも主たる業務を担 1 者が提出

（様式 Ⅱ-1）［2/2］

様式 No 提出書類の種類
参加者
確認

局
確認

添付書類
〈各工事を

行う
構成企業〉

鹿児島市外に本店がある企業については、建設業法に規
定する各工事で指定している工種の経営事項審査結果の
総合評点（「P 点」）が各工事で定める点数以上であること
を証明できる書類の写し※１

土木☐
建築□
機械□
電気□

土木☐
建築□
機械□
電気□

様式Ⅱ-6 の実績に関する契約内容及び業務の内容を確認
できる仕様書等の写し（TECRIS 等）※３

土木☐
機械□
電気□

土木☐
機械□
電気□

監理技術者又は主任技術者となり得る資格を有してお
り、参加資格確認申請書の受付を行う日から起算して 3
か月以上前から直接的な雇用関係にある者を雇用してい
ることを証明できる書類の写し。※１

土木☐
建築□
機械□
電気□

土木☐
建築□
機械□
電気□

添付書類
〈維持管理

を行う
構成企業〉

直近 1 年間に国税及び地方税を滞納していないことを証
明する以下の書類の写し※１
〔市町村税〕鹿児島市発行の「市税」の『滞納がないこ
との証明書』なお、鹿児島市内に事業所等がない場合
は、提出不要
〔消費税及び地方消費税〕税務署発行の『納税証明書そ
の３』（その３の３でも可）（消費税及び地方消費税の未
納税額のない証明用）

☐ ☐

営業に関し法令上許認可を必要とする場合において、当
該許認可を得ている者であることを証明できる書類の写
し※１

☐ ☐

業務に係る契約を的確に履行できる経営の規模及び状況
にあると認められることを証明できる書類の写し※１

☐ ☐

水道法施行令（昭和 32 年政令第 336 号）第 7 条に規定す
る水道技術管理者の資格を有する者を 1 人以上雇用して
いることを証明できる書類の写し※３

☐ ☐

次の要件を全て満たす者を 1 人以上雇用していることを
証明できる書類の写し※３
・学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）による高等学校
以上の学校において電気又は機械のいずれかに関する学
科を修めて卒業していること。
・水道法（昭和 32 年法律第 177 号）第 3 条第 2 項に規定
する水道事業（ただし、同条第 3 項の簡易水道事業を除
く。）における浄水施設又は取水施設の維持管理業務につ
いて、3 年以上の実務経験を有していること。
・酸素欠乏症等防止規則第 27 条に規定する酸素欠乏・硫
化水素危険作業主任者技能講習を修了していること。

☐ ☐

次の要件を全て満たす者を 1 人以上雇用していることを
証明できる書類の写し※３
・電気工事士法（昭和 35 年法律第 139 号）第 3 条第 1 項
に規定する第一種電気工事士の資格を有すること。
・酸素欠乏症等防止規則第 27 条に規定する酸素欠乏・硫
化水素危険作業主任者技能講習を修了していること。

☐ ☐

様式Ⅱ-6 の実績に関する契約書の写し又は業務の内容が
確認できる仕様書等の写し※３

☐ ☐

添付書類 会社概要（業務履歴等が分かるもの） ☐ ☐

その他 参加資格確認審査結果等の郵送のための封筒 ☐ ☐
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（様式 Ⅱ-2）

令和 8年  月  日

参加表明書

鹿児島市水道事業及び公共下水道事業管理者

          水道局長 遠藤 章 様

グ ル ー プ 名

［代表企業］

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名                 

令和 8年 2月 5日に公示のありました河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業の公募型プロ

ポーザルに、以下の構成企業による   ※代表企業名    グループとして応募するこ

とを、構成企業一覧及び委任状を添えて表明します。なお、どの構成企業も、他のグループの

構成企業として河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業の公募型プロポーザルに応募しない

ことを誓約します。

印
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（様式 Ⅱ-3）［1/3］

構成企業一覧

1 代表企業

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名

担当者 氏 名

所 属

所 在 地
電 話                                      ＦＡＸ

電子メール

本社又は本店の住所

2 設計企業

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名

担当者 氏  名

所  属

所 在 地
電  話                                      ＦＡＸ

電子メール

本社又は本店の住所

3 土木工事企業

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名

担当者 氏  名

所  属

所 在 地
電  話                                      ＦＡＸ

電子メール

本社又は本店の住所

※  1つの企業が複数の業務を担う場合は、例えば「（代表企業）土木工事企業兼機械設備工事企業」のように

書き換えること。

※ 同工種を複数企業で構成する場合は統括する企業にその旨を明記すること。【例：土木工事企業（統括）】

 また、記入欄を増やすことは構わないが、順番（代表→設計→土木工事→・・・）は変えないこと。

印

印

印
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（様式 Ⅱ-3）［2/3］

構成企業一覧

4 建築工事企業

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名

担当者 氏  名

所  属

所 在 地
電  話                                      ＦＡＸ

電子メール

本社又は本店の住所

5 機械設備工事企業

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名

担当者 氏  名

所  属

所 在 地
電  話                                      ＦＡＸ

電子メール

本社又は本店の住所

6 電気設備工事企業

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名

担当者 氏  名

所  属

所 在 地
電  話                                      ＦＡＸ

電子メール

本社又は本店の住所

※  1つの企業が複数の業務を担う場合は、例えば「（代表企業）土木工事企業兼機械設備工事企業」のように

書き換えること。

※ 同工種を複数企業で構成する場合は統括する企業にその旨を明記すること。【例：土木工事企業（統括）】

 また、記入欄を増やすことは構わないが、順番（代表→設計→土木工事→・・・）は変えないこと。

印

印

印
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（様式 Ⅱ-3）［3/3］

構成企業一覧

7 維持管理企業

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名

担当者 氏  名

所  属

所 在 地
電  話                                      ＦＡＸ

電子メール

本社又は本店の住所

※  1つの企業が複数の業務を担う場合は、例えば「（代表企業）土木工事企業兼機械設備工事企業」のように

書き換えること。

※ 同工種を複数企業で構成する場合は統括する企業にその旨を明記すること。【例：土木工事企業（統括）】

 また、記入欄を増やすことは構わないが、順番（代表→設計→土木工事→・・・）は変えないこと。

印



36

（様式 Ⅱ-4）［1/2］

令和 8年  月  日

委 任 状

（グループの各構成員の代表者から代表企業の代表者への委任状）

鹿児島市水道事業及び公共下水道事業管理者

          水道局長 遠藤 章 様

構成員

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名

同上

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名

同上

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名

同上

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名

同上

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名

           ※ 記入欄は適宜追加の上、記入してください。

私たちは、下記の企業をグループ代表企業とし、「河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業」

に関し、下記の権限を委任します。

受任者

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名

委任事項

１ プロポーザル参加資格確認の申請に関する件

２ 提案に関する件

３ 応募辞退に関する件

印

印

印

印

印

印
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（様式 Ⅱ-4）［2/2］

令和 8年  月  日

委 任 状

（代表企業の代表者から代理者への委任状）

鹿児島市水道事業及び公共下水道事業管理者

          水道局長 遠藤 章 様

グ ル ー プ 名

［代表企業］

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名

私は、   ※代理人職氏名     を代理人と定め、下記の件に関するプロポーザル

の一切の権限を委任します。

事業名

  河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業  

受任者は次の印鑑を使用します。

            使用印鑑

印
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（様式 Ⅱ-5）

令和 8年  月  日

参加資格確認申請書

鹿児島市水道事業及び公共下水道事業管理者

          水道局長 遠藤 章 様

グ ル ー プ 名

［代表企業］

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名

代理人職氏名                

令和 8年 2月 5日に公示のありました河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業に係る公募型

プロポーザルに参加したいので、必要書類を添えて申請します。

なお、募集要項に定められたプロポーザル参加資格要件等を満たしていること、提出書類の

記載事項および添付資料の全ての記載事項が事実と相違ないことを誓約します。

印
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（様式 Ⅱ-6）［1/5］

構成企業の実績に関する調書

（設計業務）

商号又は名称：                          

実績の要件

国内において、河川表流水（ダム湖水、湖沼水を含む）を水源と

する施設能力 10,000㎥/日以上を有する急速ろ過方式の浄水場の

詳細設計実績（凝集沈澱池、急速ろ過池、浄水池の新設、更新、

耐震補強設計のいずれかを含むもの）を有すること（設計施工一

括発注の場合は、設計業務が完了していることが証明出来ればよ

いものとする。）。

業
務
名
称
等

業務名称

発注者

業務場所

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

業務期間     年  月  日 ～   年  月  日

受注形態 単 体 ／ 共同企業体（出資比率   ％）

業
務
概
要
等

施設名称

水源

浄水処理方式

施設能力 m3/日

業務内容

※ 記載した工事の契約内容及び業務の内容が確認できる仕様書等の写し（TECRIS 等）を添付すること。
※ 記載する実績は、一件のみとすること。
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（様式 Ⅱ-6）［2/5］

構成企業の実績に関する調書

（土木工事）

商号又は名称：                          

実績の要件

国内において、河川表流水（ダム湖水、湖沼水を含む）を水源と

する施設能力 35,000㎥/日以上を有する浄水場の土木工事（急速

ろ過方式に係る構造物の新設又は更新（凝集沈澱池、急速ろ過

池、浄水池のいずれかを含むもの））を施工し、引き渡した実績

を有すること（土木工事を他社と共同で履行した実績について

は、共同企業体の構成員として出資比率が 20％以上であるもの

に限る（乙型 JVの場合は土木工事の分担工事額の 20％以上であ

るものに限る。）。）。

工
事
名
称
等

工事名称

発注者

工事場所

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

工事期間     年  月  日 ～   年  月  日

受注形態 単 体 ／ 共同企業体（出資比率   ％）

工
事
概
要
等

施設名称

水源

浄水処理方式

施設能力 m3/日

工事内容

※ 記載した工事の契約内容及び工事の内容が確認できる仕様書等の写し（CORINS 等）を添付すること。
※ 記載する実績は、一件のみとすること。
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（様式 Ⅱ-6）［3/5］

構成企業の実績に関する調書

（機械設備工事）

商号又は名称：                          

実績の要件

国内において、河川表流水（ダム湖水、湖沼水を含む）を水源と

する施設能力 35,000㎥/日以上を有する浄水場の機械設備設置工

事（急速ろ過方式に係る重力式の急速ろ過池の新設又は更新）を

施工し、引き渡した実績を有すること（機械工事を他社と共同で

履行した実績については、共同企業体の構成員として出資比率が

20％以上であるものに限る（乙型 JVの場合は機械設備工事の分

担工事額の 20％以上であるものに限る。）。）。

工
事
名
称
等

工事名称

発注者

工事場所

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

工事期間     年  月  日 ～   年  月  日

受注形態 単 体 ／ 共同企業体（出資比率   ％）

工
事
概
要
等

施設名称

水源

浄水処理方式

施設能力 m3/日

工事内容

※ 記載した工事の契約内容及び工事の内容が確認できる仕様書等の写し（CORINS 等）を添付すること。
※ 記載する実績は、一件のみとすること。
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（様式 Ⅱ-6）［4/5］

構成企業の実績に関する調書

（電気設備工事）

商号又は名称：                          

実績の要件

国内において、河川表流水（ダム湖水、湖沼水を含む）を水源と

する施設能力 35,000㎥/日以上を有する浄水場の電気設備工事

（急速ろ過方式に係る浄水場の集中監視及び計装設備一式等の新

設又は更新）を施工し、引き渡した実績を有すること。（電気工

事を他社と共同で履行した実績については、共同企業体の構成員

として出資比率が 20％以上であるものに限る（乙型 JVの場合は

電気設備工事の分担工事額の 20％以上であるものに限る。）。）。

工
事
名
称
等

工事名称

発注者

工事場所

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

工事期間     年  月  日 ～   年  月  日

受注形態 単 体 ／ 共同企業体（出資比率   ％）

工
事
概
要
等

施設名称

水源

浄水処理方式

施設能力 m3/日

工事内容

※ 記載した工事の契約内容及び工事の内容が確認できる仕様書等の写し（CORINS 等）を添付すること。
※ 記載する実績は、一件のみとすること。
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（様式 Ⅱ-6）［5/5］

構成企業の実績に関する調書

（維持管理業務）

商号又は名称：                          

実績の要件

過去 10年以内に元請として、水道法第 3条第 2項に規定する水

道事業（ただし、同条第 3項の簡易水道事業を除く。）における

取水施設又は浄水施設の維持管理業務について、継続して 5年以

上の実績を有していること。

業
務
名
称
等

発注者

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

契約期間
    年  月  日 ～   年  月  日

       （    年   か月）

業
務
概
要
等

施設名称

施設能力

業務内容

※ 記載した業務の契約書の写し又は業務の内容が確認できる仕様書等の写しを添付すること。
※ 記載する実績は、一件のみとすること。
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（様式 Ⅱ-7）

令和 8年  月  日

関連企業申告書

鹿児島市水道事業及び公共下水道事業管理者

          水道局長 遠藤 章 様

グ ル ー プ 名

［代表企業］

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名

代理人職氏名                

以下のとおり、参加表明書提出日時点における資本関係または人的関係にある企業について申

告します。また、記載内容については、事実に相違ないことを誓約します。

１ 資本関係にある企業 （裏面参照。該当ない場合は「無」に◯をしてください。）

  「有」の場合は、下表に記入のうえ「関連内容」欄に次の該当する番号を記入してください。

① 親会社と子会社の関係にある場合・・・・・・・・・・・・・・・・・（ 有 ・ 無 ）

② 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合・・・・・・・・・・（ 有 ・ 無 ）

企業名 所在地 関連内容

２ 人的関係にある企業 （裏面参照。該当ない場合は「無」に◯をしてください。）

  「有」の場合は、下表に記入してください。

③ 一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合・・・・（ 有 ・ 無 ）

企業名 所在地 兼任している役員の氏名

３ その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 （該当ない場合は「無」に◯をしてくださ

い。）

  「有」の場合は、下表に記入してください。

④ 上記１又は２と同視しうる資本関係又は人的関係がある場合・・・・・（ 有 ・ 無 ）

企業名 所 在 地 内容

それぞれ記載欄が不足する場合は、上記内容を記載した別様式を作成し、代表者印を押印のうえ提

出してください。

印
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〇 関連企業として申告の必要な企業については下記のとおりです。

        鹿児島市水道局の業者登録の有無に関わらず、該当する企業等について記載してください。

１ 資本関係にある企業

以下のいずれかに該当する場合。

① 親会社（会社法第２条第４号及び会社法施行規則第３条の規定による親会社をいう。以下同

じ。）と子会社（会社法第２第３号及び会社法施行規則第３条の規定による子会社をいう。

以下同じ。）の関係にある場合。

② 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合。

２ 人的関係にある企業

以下に該当する場合。

③ 一方の会社の役員（会社法第３２９条第１項の規定による役員をいう。ただし、社外取締役

及び社外監査役の場合を除く。以下同じ。）が他方の会社の役員を現に兼ねている場合。

３ その他入札の適正さが阻害されると認められる場合

④ その他上記１又は２と同視しうる資本関係又は人的関係がある場合。

※ 記載内容に変更（該当する役員の解任等）があった場合は、直ちに水道整備課へ届出してく

ださい。
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（様式 Ⅱ-8）

令和 8年  月  日

添付書類一覧表

添付書類番号 ページ 添付書類名

（例）

添付書類Ⅱ-1
（連番とする）

(例)

令和7・8年度鹿児島市水道局建設工事等競争入札参加有

資格業者名簿に「土木コンサルタント」又は「建築コン

サルタント」で登録されている者、もしくは令和8年度

の建設工事等入札参加資格審査申請書一式を局に提出し

ており、「土木コンサルタント」又は「建築コンサルタ

ント」として追加登録される予定であることを証明でき

る書類の写し
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Ⅲ．提出書類
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（様式 Ⅲ-1）［1/2］

提出書類一覧表

グループ名           

様式 No 提出書類の種類
応募者
確認

局
確認

部数

１）提出書類一覧表等

様式Ⅲ-1 提出書類一覧表 ☐ ☐
正本 1 部

副本 11 部

様式Ⅲ-2 見積書 ☐ ☐ 1 部

様式Ⅲ-3 -① 事業費内訳書 ☐ ☐ 〃

様式Ⅲ-3 -② 全体年次計画表 ☐ ☐ 〃

様式Ⅲ-3 -③
設計・建設工事段階における地元企業への分

担率に関する誓約書
☐ ☐ 〃

様式Ⅲ-3 -④
設計・建設工事段階における地元企業の工事

額等の内訳金額
☐ ☐ 〃

様式Ⅲ-4 募集要項等に関する誓約書 ☐ ☐ 〃

様式Ⅲ-5 要求水準書チェックシート ☐ ☐
正本 1 部

副本 11 部

様式Ⅳ-1 技術提案書類提出書 ☐ ☐ 1 部

２）技術提案書

様式Ⅳ-2
河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業

技術提案書（表紙）
☐ ☐

正本 1 部

副本 11 部

様式Ⅳ-3 技術提案概要書 ☐ ☐ 〃

１．事業全体に関する事項

様式Ⅳ-4 （１）基本方針に関する提案 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-5 （２）環境配慮に関する提案 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-6 （３）新技術に関する提案 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-7 （４）セキュリティの確保に関する提案 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-8 （５）見学者に関する提案 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-9 （６）運転維持管理業務に関する提案 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-10 （７）リスク管理に関する提案 ☐ ☐ 〃

２．設計・建設工事に関する事項

様式Ⅳ-11 （１）共通事項 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-11 -①
統括マネジメント業務（設計・建設工事）に

おける配置予定者の資格
☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-11 -②
統括マネジメント業務（設計・建設工事）に

おける配置予定者の実績
☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-11 -③
統括マネジメント業務（維持管理業務）にお

ける配置予定者の資格
☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-11 -④
統括マネジメント業務（維持管理業務）にお

ける配置予定者の実績
☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-11 -⑤ 設計業務における配置予定者の資格 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-11 -⑥ 設計業務における配置予定者の実績 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-11 -⑦ 土木工事における配置予定者の資格 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-11 -⑧ 土木工事における配置予定者の実績 ☐ ☐ 〃
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（様式 Ⅲ-1）［2/2］

提出書類一覧表

グループ名           

様式 No 提出書類の種類
応募者

確認

局

確認
部数

様式Ⅳ-11 -⑨ 建築工事における配置予定者の資格 ☐ ☐
正本 1 部

副本 11 部

様式Ⅳ-11 -⑩ 建築工事における配置予定者の実績 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-11 -⑪ 機械設備工事における配置予定者の資格 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-11 -⑫ 機械設備工事における配置予定者の実績 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-11 -⑬ 電気設備工事における配置予定者の資格 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-11 -⑭ 電気設備工事における配置予定者の実績 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-12 （２）事前・事後調査業務に関する提案 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-13 （３）土木・建築施設に関する提案 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-13 -① 土木構造物リスト ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-13 -② 建築構造物リスト ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-14 （４）機械設備に関する提案 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-14 -① 機械設備リスト ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-15 （５）電気設備に関する提案 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-15 -① 電気設備リスト ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-16 （６）建設工事に関する提案 ☐ ☐ 〃

３．維持管理業務に関する事項

様式Ⅳ-17 （１）実施体制に関する提案 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-17 -①
維持管理業務（日常保守点検業務）における

配置予定者の資格
☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-17 -②
維持管理業務（日常保守点検業務）における

配置予定者の実績
☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-18 （２）業務計画に関する提案 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-18 -① 維持管理業務における点検内容と点検頻度リスト ☐ ☐ 〃

４．地域経済・地域活動への貢献

様式Ⅳ-19 （２）地域活動・地域社会への貢献に関する提案 ☐ ☐ 〃

５．添付資料

様式Ⅳ-20
河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業

技術提案書添付資料（表紙）
☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-21 各様式に対する添付資料一覧表 ☐ ☐ 〃

資料① 各様式に対する添付資料 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-22 施設計画図面一覧表 ☐ ☐ 〃

資料② 施設計画図面集 ☐ ☐ 〃

様式Ⅳ-23 電子データ一覧表 ☐ ☐ 1 部

資料③ 電子データ（CD-R 等） ☐ ☐ 〃

※ 提出書類の種類と部数を確認し、『応募者確認』にチェックをしてください。

※ グループ名は、正本のみ記載。副本へは、局が通知する「受付記号」で表示してください。
※ 添付資料はＡ４判、図面はＡ３判を基本とします。
※ 図面は、提案段階であるため、高い精度は求めませんが、提案内容との不整合や要求水準が未達成とならように、

確認を十分に行った上で提出してください。
※ 図面は、提案内容を分かりやすく補足する目的で、カラーで作成することは妨げません。また、必要に応じて、

図面上に吹き出しやコメントを表示し、提案したいポイントを強調することも可とします。
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（様式 Ⅲ-2）

令和 8年  月  日

見  積  書

鹿児島市水道事業及び公共下水道事業管理者

          水道局長 遠藤 章 様

グ ル ー プ 名

［代表企業］

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名

代理人職氏名                

河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業の募集要項等の記載内容を承諾の上、見積書を提出

します。

事業名 河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業

見積金額

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 千 百 十 円

内  訳

（1）設計業務費

金 額

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 千 百 十 円

（2）建設工事費

金 額

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 千 百 十 円

（3）維持管理業務費

金 額

千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 千 百 十 円

※ 見積金額及び内訳欄には、消費税及び地方消費税抜きの金額を記入すること。
※ 金額は、１枠に１字ずつアラビア数字で記入し、金額の前に￥を付けること。
※ 金額は、円単位で記入すること。
※ 金額は、訂正しないこと。
※ 契約の締結に当たっては、上記内訳記載の設計・建設工事費及び維持管理業務費の金額に、消費税及び地方消費

税相当分を加算した金額（１円未満の端数は、これを切り捨てる。）をもって、設計及び建設工事請負契約並び
に維持管理業務委託契約を締結する。

印
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（様式 Ⅲ-3-①）［1/2］

令和 8年  月  日

事業費内訳書（設計・建設工事）

グループ名           

単位：(円）

区分

設計業務

事前調査業務費 1 式

事後調査業務費 1 式

基本設計業務費 1 式

詳細設計業務費 1 式

建設工事

導水施設 1 式

浄水施設 1 式

薬品注入設備 1 式

送水施設 1 式

付帯施設・場内整備工事費 1 式

建築施設 1 式

電気・計装設備 1 式

見学者対応設備 1 式

施設撤去工事費 1 式

※　消費税、地方消費税及び物価変動を除いた額を記入してください。

※　項目の欄は、提案内容に応じて適宜修正、追加して構いませんが様式Ⅲ-3-②と整合性

　　を図ってください。

※　事業費の欄は、様式Ⅲ-3-②の合計額と整合性を図ってください。

設計業務・建設工事費　合計

建設
工事費

建設工事費　計

設計業務費　計

数量 事業費項目

別途公表している、様式Ⅲ-3-①の Microsoft Excel

ファイルをダウンロードして使用し、提出すること。
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（様式 Ⅲ-3-①）［2/2］

令和 8年  月  日

事業費内訳書（維持管理業務）

グループ名           

単位：(円）

区分

維持管理業務

日常保守点検業務 1 式

自家用電気工作物点検業務 1 式

予備動力保守点検業務 1 式

地下燃料タンク点検業務 1 式

集中監視制御設備保守点検業務 1 式

計装設備保守点検業務 1 式

水質分析計保守点検業務 1 式

炭酸ガス注入設備保守点検業務 1 式

活性炭注入設備保守点検業務 1 式

ろ過池更生業務 1 式

事業終了時の引継ぎ業務 1 式

近隣対応業務（事業者が負担すべき範囲） 1 式

※　消費税、地方消費税及び物価変動を除いた額を記入してください。

※　項目の欄は、提案内容に応じて適宜修正、追加して構いませんが様式Ⅲ-3-②と整合性

　　を図ってください。

※　事業費の欄は、様式Ⅲ-3-②の合計額と整合性を図ってください。

維持管理業務費　合計

項目 数量 事業費

別途公表している、様式Ⅲ-3-①の Microsoft Excel

ファイルをダウンロードして使用し、提出すること。
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（様式 Ⅲ-3-②）［1/2］

令和 8年  月  日

全体年次計画表（設計・建設工事）

グループ名           
（様式Ⅲ-3-②）［1/2］

全体年次計画表（設計・建設工事）

グループ名：

単位：(円）

区分

設計業務

事前調査業務費

事後調査業務費

基本設計業務費

詳細設計業務費

設計業務費　計

建設工事

※　消費税、地方消費税及び物価変動を除いた額を記入してください。

※　４月～翌年３月の１年間の費用を記入してください。ただし、令和１７年度は４月～１０月１日までとしてください。

※　項目の欄は、提案内容に応じて適宜修正、追加して作成してください。

※　「設備」、「工種」の列は、各施設の設備・工種を記載してください。

※　金額は、円単位で記入してください。

※　Microsoft社製Excel（Windows版）のファイル形式で提出してください。

令和 8年　　月　　日

着水井

導水施設

施設 設備 工種

導水ポンプ

導水管布設

合計令和14年度令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和15年度 令和16年度

浄水施設

土木工事費　計

項目 令和9年度

機械

土木

土木

土木

機械

令和17年度

撤去工事費　計

建設工事費　計

設計業務・建設工事費　合計

薬品注入設備

送水施設

付帯施設・場内
整備

建築施設

電気・計装設備

見学者対応設備

建築工事費　計

機械工事費　計

電気工事費　計

更新工事費　計

施設撤去

活性炭接触池

青字は記入例です。

青字及びこの説明を削除して作成してください。

別途公表している、様式Ⅲ-3-②の Microsoft Excel

ファイルをダウンロードして使用し、提出すること。
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（様式 Ⅲ-3-②）［2/2］

令和 8年  月  日

全体年次計画表（維持管理業務）

グループ名           

（様式Ⅲ-3-②）［2/2］

全体年次計画表（維持管理業務）

グループ名：

単位：(円）

区分

維持管理業務

日常保守点検業務

自家用電気工作物点検業務

予備動力保守点検業務

地下燃料タンク点検業務

集中監視制御設備保守点検業務

計装設備保守点検業務

水質分析計保守点検業務

炭酸ガス注入設備保守点検業務

活性炭注入設備保守点検業務

ろ過池更生業務

事業終了時の引継ぎ業務

近隣対応業務（事業者が負担すべき範囲）

単位：(円）

区分

維持管理業務

日常保守点検業務

自家用電気工作物点検業務

予備動力保守点検業務

地下燃料タンク点検業務

集中監視制御設備保守点検業務

計装設備保守点検業務

水質分析計保守点検業務

炭酸ガス注入設備保守点検業務

活性炭注入設備保守点検業務

ろ過池更生業務

事業終了時の引継ぎ業務

近隣対応業務（事業者が負担すべき範囲）

※　消費税、地方消費税及び物価変動を除いた額を記入してください。

※　４月～翌年３月の１年間の費用を記入してください。ただし、令和１７年度は令和１７年１０月１日～令和１８年３月３１日、令和３２年度は令和３２年４月１日～令和３２年４月３０日としてください。

※　項目の欄は、提案内容に応じて適宜修正、追加して作成してください。

※　金額は、円単位で記入してください。

※　Microsoft社製Excel（Windows版）のファイル形式で提出してください。

令和 8年　　月　　日

維持管理費　計

維持管理費　計

令和22年度項目 令和17年度 令和18年度 令和19年度 令和20年度 令和21年度 令和23年度 令和24年度 令和25年度

項目 令和26年度 令和27年度 合計令和28年度 令和29年度 令和30年度 令和31年度 令和32年度

別途公表している、様式Ⅲ-3-②の Microsoft Excel

ファイルをダウンロードして使用し、提出すること。
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（様式 Ⅲ-3-③）

令和 8年  月  日

設計・建設工事段階における地元企業への分担率に関する誓約書

鹿児島市水道事業及び公共下水道事業管理者

          水道局長 遠藤 章 様

グ ル ー プ 名

［代表企業］

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名

代理人職氏名                

令和 8年 2月 5日に告示のありました河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業の公募型プロ

ポーザルについて、募集要項等に基づき提出する書類では、地元企業が実施する工事額及び地元

企業からの資機材等の購入額の合計が、見積金額に対して以下に示す比率であることを誓約し

ます。

地元企業が実施する工事額及び地元企業か

らの資機材等の購入額の合計が見積金額に

対して占める比率（分担率）

           ％

※ 維持管理業務に係る費用は含まないこと。

※ 分担率は 20％を超えるように努めること。

※  分担率は、詳細設計完了後等、上記比率を下回っていないことをモニタリングします。なお、工事完成時

に上記比率を下回っていた場合の対応は、設計及び建設工事請負契約書（案）に示すとおりとします。

印
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（様式 Ⅲ-3-④）［1/2］

令和 8年  月  日

設計・建設工事段階における地元企業の工事額等の内訳金額

グループ名           

・地元企業の構成企業としての予定分担工事額（Ａ）

業種 担当業務 地元企業名
予定分担額

（円）

予定分担額

割合（％）

合  計

※ 項目内容は、提案内容に応じて適宜修正、追加してください。

※ 維持管理業務に係る費用は含まないこと。

※ 地元企業とは、鹿児島市内に本社又は本店のある企業をいう。

・地元企業の協力企業としての予定分担工事額（Ｂ）

業種 担当業務 地元企業名
予定分担額

（円）

予定分担額

割合（％）

合  計

※ 項目内容は、提案内容に応じて適宜修正、追加してください。

※ 地元企業の構成企業としての予定分担工事額（Ａ）との重複計上はしないこと。

※ 協力企業が未定の場合は、地元企業名欄に「未定」と記してください。

※ 維持管理業務に係る費用は含まないこと。

※ 地元企業とは、鹿児島市内に本社又は本店のある企業をいう。
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（様式 Ⅲ-3-④）［2/2］

令和 8年  月  日

設計・建設工事段階における地元企業の工事額等の内訳金額

グループ名           

・地元企業からの予定資機材等購入額（Ｃ）

購入する資機材等 地元企業名
予定購入額

（円）

予定購入額

割合（％）

合  計

※ 項目内容は、提案内容に応じて適宜修正、追加してください。

※ 維持管理業務に係る費用は含まないこと。

※ 地元企業からのリース等の費用も含めること。

※ 地元企業とは、鹿児島市内に本社又は本店のある企業をいう。

〇 設計・建設工事段階における地元企業の工事額等の内訳金額

項     目
予定額

（円）

分担率

（％）

地元企業の構成企業としての予定分担工事合計額（Ａ）

地元企業の協力企業としての予定分担工事合計額（Ｂ）

地元企業からの予定資機材等購入合計額（Ｃ）

設計・建設工事段階における地元企業の工事額等の合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

※ 表中の分担率（合計）は、様式Ⅲ-3-③に示す分担率と整合性を図ってください。
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（様式 Ⅲ-4）
令和 8年  月  日

募集要項等に関する誓約書

鹿児島市水道事業及び公共下水道事業管理者

          水道局長 遠藤 章 様

グ ル ー プ 名

［代表企業］

商号又は名称

住所又は所在地

代表者職氏名

代理人職氏名                

令和 8年 2月 5日付で告示のありました河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業に関する提

出書類一式は、募集要項等に示した条件及び要求水準等を満たし、又はそれ以上の条件及び水準

等であることを誓約します。

印
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（様式 Ⅲ-5）

要求水準書チェックシート

本様式（要求水準書チェックシート）は、応募者の提案内容が要求水準を満たしているか確認

するために記載していただくものです。提案内容が要求水準を満たしていない場合は、失格とし

ます。

要求水準書チェックシートは、別添、Microsoft Excel ファイルをダウンロードして記載して

ください。

記載要領は、以下のとおりです。

１．要求水準を満足していることを確認できる技術提案書（添付資料、図面等を含む）の該当箇

所を明記すること。

２．記載欄に「－」が記載されているセルは記載しなくてもよい。

３．技術提案書の提出段階において、参照する該当箇所を明記できない場合は、その理由を「備

考」欄へ記載すること。

No 頁 章 節 項 要求内容
応募者

チェック欄
技術提案書
等該当箇所

備考

例１ 11 (12)

新技術の活用
AIやIoTなどの新技術を活用し、職員の省力化、薬品注入量の最適化による使用量の削
減及び設備の状態監視の把握など、環境負荷が少なく、予防保全及び維持管理の容易な
浄水場となるよう提案すること。

〇
様式●－●
●ページ

例２ 21 c構造は鉄筋コンクリート造とすること。 〇
添付資料
●ページ

例３ 34 h設置に際し、消防局等関係機関との協議を行うこと。 〇 該当なし
技術提案書及び添付資料等に当該要求内容を含むもの
がないため、設計業務において対応する。

5 2 基本要件

5 1 更新の基本方針

5 (1) 安全・安心な水を供給できる浄水場

1 5
①本事業の浄水水質要求水準として、既存の河頭浄水場(以下「既存浄水場」という。)に
おける浄水水質の過去10ヵ年の実績最高値以内を確保することとする。浄水処理方式は
「粉末活性炭処理＋凝集沈でん＋急速ろ過」方式とする。

2 5
②水源である甲突川の水質の変化（濁度、有機物及び農薬など）に対応できるよう粉末活
性炭接触池を設置する。

5 (2) 強靭な浄水場

3 5 ①最新の耐震基準に基づき更新する。

4 5
②大雨や台風などの災害による浸水対策として、更新用地全体が浸水想定深以上となる
ように盛土を行う。

5 5 ③桜島の降灰対策として、着水井以降の開放池面上部には上屋を設置する。

6 5
④自然災害などへの対策として、非常用自家発電設備を設置し長時間の停電があっても
運転を継続できるようにする。

7 5
⑤テロなどを未然に防ぐための対策として、着水井以降の開放池面上部には上屋を設置
するとともに赤外線センサー、監視カメラなどのセキュリティ設備を設置する。

5 (3) 環境にやさしい浄水場

8 5
①電力消費量の少ない浄水システムや高効率型の設備などを導入し環境負荷の低減を図
る。

9 5 ②太陽光発電設備など再生可能エネルギー設備を導入する。

5 (4) 持続可能な浄水場

10 5
①将来の人口減少などに伴う水需要の減少や長期的視点に立った施設能力のあり方を見
据えるとともに、現在の水運用や河頭浄水場を軸とした水道システムを構築していること
を考慮して、施設能力は既存甲系統と同じ能力とする。

11 5
②AIやIoTなどの新技術を活用し、職員の省力化、薬品注入量の最適化による使用量の
削減及び設備の状態監視の把握など、予防保全や維持管理の容易な浄水場とする。

12 5
③見学者が水道事業の役割や重要性について理解を深められるように、安全で快適に見
学できる浄水場とする。

別途公表している、様式Ⅲ-5 の Microsoft Excel

ファイルをダウンロードして使用し、提出すること。
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Ⅳ．技術提案書
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（様式 Ⅳ-1）

令和 8 年  月  日

技術提案書類提出書

鹿児島市水道事業及び公共下水道事業管理者

水道局長 遠藤 章 様

グ ル ー プ 名

[代 表 企 業 ]

住所又は所在地

商号又は名称

代表者職氏名

代理人職氏名

河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業の募集要項等に基づき、技術提案書類一式を提出

します。

印
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（様式 Ⅳ-2）

河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業

技術提案書

※ 企業名は正本のみ記載し、副本は応募企業名を記載しないでください。

副本へは受付記号で表示してください。

※ ※の部分は削除して作成してください。

グループ



   グループ
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（様式 Ⅳ-3）

技術提案概要書

提案の概要について要点を簡潔にとりまとめて作成してください。

この様式は自由様式としますが、様式名称は左上に記載、右上にグループ名（正本は企業

名、副本は受付記号で表示してください。ヘッダー設定で余白内の印刷可）を記載し、

「２．作成要領（１）全般的事項」は遵守して作成してください。

※この様式はＡ4 判 4 ページで作成してください。
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1．事業全体に関する事項



   グループ
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（様式 Ⅳ-4）

（１）基本方針に関する提案

この様式は以下の視点から記述してください。

① 提案コンセプト

－基本要件に基づいた提案について－

・本事業の全体計画の提案概要を記述してください。

・本事業の水処理フローの概要及び処理方式に関する提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

【添付資料】

補足や根拠資料として必要な資料等を作成し、添付資料として提出してください。

【図面等】

補足や根拠資料として必要な以下の図面等を作成し、図面集として提出してください。

なお、本様式において概略図や縮小図を用いた場合も、図面集に含めてください。

・パース図 （整備完了時）

・全体配置計画図

・浄水処理フロー図

・水位高低図

※この様式はＡ4 判 1 ページ以上 3 ページ以内で作成してください。ただし、様式Ⅳ-2 か

ら様式Ⅳ-19（様式のページ数に制限が無いものを除く。）の総ページ数は最大 80 ペー

ジ以内としてください。

※この枠内の説明文は削除して作成してください。



   グループ

66

（様式 Ⅳ-5）

（２）環境配慮に関する提案

この様式は以下の視点から記述してください。

① 環境対策

－CO2削減に関する取組について－

・環境に配慮した水処理システムや省エネ機器・高効率機器の導入に関する提案を

記述してください。

・建設工事期間中の CO2削減対策に関する提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

－設計・建設工事における再生可能エネルギーの導入への取組について－

・再生可能エネルギーによる発電、発電した電力の消費システムに関する提案を記

述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

【添付資料】

補足や根拠資料として必要な以下の資料等を作成し、添付資料として提出してくださ

い。

・環境負荷削減効果の算定根拠

【図面等】

補足や根拠資料として必要な以下の図面等を作成し、図面集として提出してください。

なお、本様式において概略図や縮小図を用いた場合も、図面集に含めてください。

・再生可能エネルギー設備配置図

※この様式はＡ4 判 3 ページ以上 9 ページ以内で作成してください。ただし、様式Ⅳ-2 か

ら様式Ⅳ-19（様式のページ数に制限が無いものを除く。）の総ページ数は最大 80 ペー

ジ以内としてください。

※この枠内の説明文は削除して作成してください。



   グループ
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（様式 Ⅳ-6）

（３）新技術に関する提案

この様式は以下の視点から記述してください。

① 新技術の導入

－新技術の導入による安全性の向上、業務効率化等の取組について－

・新技術（例：AI、IoT,ICT,3D、BIM/CIM,ドローン,ウェアラブルカメラ等）の導

入による設計・施工ミスの防止、業務の効率化・省力化、安全性の向上に関する

提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

【添付資料】

補足や根拠資料として必要な以下の資料等を作成し、添付資料として提出してくださ

い。

・カタログ等

  ・導入実績や効果がわかる資料

【図面等】

補足や根拠資料として必要な図面等を作成し、図面集として提出してください。

なお、本様式において概略図や縮小図を用いた場合も、図面集に含めてください。

※この様式はＡ4 判 3 ページ以上 9 ページ以内で作成してください。ただし、様式Ⅳ-2 か

ら様式Ⅳ-19（様式のページ数に制限が無いものを除く。）の総ページ数は最大 80 ペー

ジ以内としてください。

※この枠内の説明文は削除して作成してください。
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（様式 Ⅳ-7）

（４）セキュリティの確保に関する提案

この様式は以下の視点から記述してください。

① セキュリティの強化

－テロ行為や不審者への対策について－

・テロ行為や不審者等の対策に関する提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

【添付資料】

補足や根拠資料として必要な以下の資料等を作成し、添付資料として提出してくださ

い。

・カタログ等

・導入実績や効果がわかる資料

【図面等】

補足や根拠資料として必要な図面等を作成し、図面集として提出してください。

なお、本様式において概略図や縮小図を用いた場合も、図面集に含めてください。

※この様式はＡ4 判 1 ページ以上 3 ページ以内で作成してください。ただし、様式Ⅳ-2 か

ら様式Ⅳ-19（様式のページ数に制限が無いものを除く。）の総ページ数は最大 80 ペー

ジ以内としてください。

※この枠内の説明文は削除して作成してください。
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（様式 Ⅳ-8）

（５）見学者に関する提案

この様式は以下の視点から記述してください。

① 見学者のルート及び安全対策

－快適に見学できる取組や安全対策について－

・ルートの安全性、快適性、効率性（スムーズなルート）及び熱中症対策に関する

提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

② 見学者の理解度向上

－水道の役割や重要性について理解を深められるとともに水道への関心やイメージ

の向上につながる取組について－

・理解しやすい展示施設、水道への関心や浄水場のイメージアップにつながる取組

に関する提案を記述してください。

・浄水場の仕組みが理解できる見学者ルートの設定に関する提案を記述してくださ

い。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

【添付資料】

補足や根拠資料として必要な資料等を作成し、添付資料として提出してください。

【図面等】

補足や根拠資料として必要な以下の図面等を作成し、図面集として提出してください。

なお、本様式において概略図や縮小図を用いた場合も、図面集に含めてください。

・見学者ルート図

・展示施設等配置図

・展示施設（看板表示等）のイメージ図

※この様式はＡ4 判 3 ページ以上 9 ページ以内で作成してください。ただし、様式Ⅳ-2 か

ら様式Ⅳ-19（様式のページ数に制限が無いものを除く。）の総ページ数は最大 80 ペー

ジ以内としてください。

※この枠内の説明文は削除して作成してください。
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（様式 Ⅳ-9）

（６）運転維持管理業務に関する提案

この様式は以下の視点から記述してください。

① 運転維持管理への配慮

－運転維持管理の容易性及び安全対策等について－

・点検動線、業務の省力化、安全対策に関する提案を記述してください。

※新技術による提案は除く。新技術関連は様式Ⅳ-6 に記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

－運転維持管理の容易性及び安全対策等について－

・設備更新、修繕等の際の施工性、運転維持管理への影響の抑制に関する提案を記

述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

【添付資料】

補足や根拠資料として必要な資料等を作成し、添付資料として提出してください。

【図面等】

補足や根拠資料として必要な以下の図面等を作成し、図面集として提出してください。

なお、本様式において概略図や縮小図を用いた場合も、図面集に含めてください。

・維持管理動線図

※この様式はＡ4 判 2 ページ以上 6 ページ以内で作成してください。ただし、様式Ⅳ-2 か

ら様式Ⅳ-19（様式のページ数に制限が無いものを除く。）の総ページ数は最大 80 ペー

ジ以内としてください。

※この枠内の説明文は削除して作成してください。



   グループ

71

（様式 Ⅳ-10）

（７）リスク管理に関する提案

この様式は以下の視点から記述してください。

① 事業期間中のリスク管理

－リスク管理の考え方、リスクの把握及び対策について－

・リスク管理の考え方を記述してください。

・発生に備えるべきリスクを記述してください。

・リスクへの対策（保険は含まない）に関する提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

【添付資料】

補足や根拠資料として必要な資料等を作成し、添付資料として提出してください。

【図面等】

補足や根拠資料として必要な図面等を作成し、図面集として提出してください。

なお、本様式において概略図や縮小図を用いた場合も、図面集に含めてください。

※この様式はＡ4 判 1 ページ以上 3 ページ以内で作成してください。ただし、様式Ⅳ-2 か

ら様式Ⅳ-19（様式のページ数に制限が無いものを除く。）の総ページ数は最大 80 ペー

ジ以内としてください。

※この枠内の説明文は削除して作成してください。
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2．設計・建設工事に関する事項
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（様式 Ⅳ-11）［1/2］

（１）共通事項

この様式は以下の視点から記述してください。

① 実施体制等

－常時、非常時の体制等について－

・実施体制に関する提案を記述してください。

・非常時の連絡体制に関する提案を記述してください。

・各構成員の役割分担を記述してください。

・セルフモニタリングの考え方を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

－従事する責任者の資格及び実績について

・様式Ⅳ-11-①～Ⅳ-11-⑭に記載してください。

② 設計・建設工事の工程計画

－調査設計及び建設工事の工程計画の実現性や工夫点（工期短縮）等について－

・施工手順に関する提案を記述してください。

・既存浄水場の運転維持管理に与える影響が少ない施工手順等に関する提案を記述

してください。

・工程計画の短縮、確実性及び工程遅延の抑制に関する提案を記述してください。

・業務効率化に資する提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

③ 導水・浄水・排水処理フロー及び施設能力

－本浄水場の特性（原水水質及び水量の変動等）を理解し、水処理を安定的に行うた

めの施設や対策について－

・本浄水場の特性を踏まえた設備の構成、システムに関する提案を記述してくださ

い。

・原水水質及び水量変動への対策に関する提案を記述してください。

・浄水施設の方式・施設規模・能力に関する提案を記述してください。

・ろ過池における負荷低減やクリプト対策に関する提案を記述してください。

・安全性を踏まえた浄水ロスの低減に関する提案を記述してください。

・既存施設への影響を抑制する提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

－非常時（水質汚染、水質変動等）の対策について－

・水質汚染時の明確で迅速な検知に関する提案を記述してください。

・原水水質の急激な変動への対応策を記述してください。

・水質汚染時の排水・清掃等の容易性、水処理停止からの迅速なシステム復旧に関

する提案を記述してください。
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（様式 Ⅳ-11）［2/2］

（１）共通事項

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

－適切な予備力に関する取組について－

・全体配置を踏まえた適切な予備力の確保に関する提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

④ 全体配置について

－最適な全体配置計画について－

・自然エネルギーを利用し、スムーズな水の流れに配慮した施設配置に関する提案

を記述してください。

・周辺環境に配慮した施設配置に関する提案を記述してください。

・車両動線に配慮した施設配置に関する提案を記述してください。

・既存浄水場との連絡通路の利便性に関する提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

【添付資料】

補足や根拠資料として必要な以下の資料等を作成し、添付資料として提出してくださ

い。

・設計・建設工事の工程表

・水収支計算書

・水理計算書

・容量計算書（水槽構造物、機械設備）

・年間使用電力量（45,000 ㎥/日で浄水処理時）

・浄水処理フロー検討書（概略）

【図面等】

補足や根拠資料として必要な以下の図面等を作成し、図面集として提出してください。

なお、本様式において概略図や縮小図を用いた場合も、図面集に含めてください。

・水収支フロー図

・浄水処理フロー図

・水位高低図

・全体配置計画図

※この様式はＡ4 判 10 ページ以上 30 ページ以内で作成してください。ただし、様式Ⅳ-2

から様式Ⅳ-19（様式のページ数に制限が無いものを除く。）の総ページ数は最大 80 ペ

ージ以内としてください。

※この枠内の説明文は削除して作成してください。
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（様式 Ⅳ-11-①）

統括マネジメント業務（設計・建設工事）における配置予定者の資格

統括責任者（設計・建設工事）

配置予定

責任者氏名

法令による資格①

資格の名称

取得年月日

免許番号等

法令による資格②

資格の名称

取得年月日

免許番号等

法令による資格③

資格の名称

取得年月日

免許番号等

※ 資格は 3 つ以内で記載すること。
※ 氏名は、副本には記載しないこと。
※ 当該資格を証する書類（登録証の写し等）を添付資料で提出すること。ただし副本には添付しないこと。
※ 配置予定責任者にあっては「直接かつ恒常的な雇用関係」が必要であるので、監理技術者資格者証、健康保

険被保険者証または市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書等、事業者との雇用関係が確認できる資
料（写し）を添付資料で提出すること。ただし副本には添付しないこと。

※ この様式にページ数の制限はありません。
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（様式 Ⅳ-11-②）

統括マネジメント業務（設計・建設工事）における配置予定者の実績

配置予定

責任者氏名

実

績

①

工事名称
担
当
業
務
及
び
工
事
概
要

発注機関

契約期間   年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率  ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

実

績

②

工事名称
担
当
業
務
及
び
工
事
概
要

発注機関

契約期間   年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率   ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

実

績

③

工事名称
担
当
業
務
及
び
工
事
概
要

発注機関

契約期間 年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率   ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

※ 同種・同規模条件の実績がない場合には、同種または上水道分野での実績を優先的に記載すること。
※ 同種以外の実績を記載する場合、処理能力の欄は「m3/日」は削除し、規模がわかるように記載すること。
※ 記載する配置予定者の実績は 3 件以内とする。
※ 氏名は、副本には記載しないこと。
※ 発注形態にはどちらかに○をつけること。
※ 記載した工事の契約内容及び業務の内容が確認できる仕様書等の写し（TECRIS、CORINS 等）を添付資料で提

出すること。ただし副本には添付しないこと。
※ この様式にページ数の制限はありません。
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（様式 Ⅳ-11-③）

統括マネジメント業務（維持管理業務）における配置予定者の資格

統括責任者（維持管理業務）

配置予定

責任者氏名

法令による資格①

資格の名称

取得年月日

免許番号等

法令による資格②

資格の名称

取得年月日

免許番号等

法令による資格③

資格の名称

取得年月日

免許番号等

※ 資格は 3 つ以内で記載すること。
※ 氏名は、副本には記載しないこと。
※ 当該資格を証する書類（登録証の写し等）を添付資料で提出すること。ただし副本には添付しないこと。
※ 配置予定責任者にあっては「直接かつ恒常的な雇用関係」が必要であるので、監理技術者資格者証、健康保

険被保険者証または市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書等、事業者との雇用関係が確認できる資
料（写し）を添付資料で提出すること。ただし副本には添付しないこと。

※ この様式にページ数の制限はありません。
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（様式 Ⅳ-11-④）

統括マネジメント業務（維持管理業務）における配置予定者の実績

配置予定

責任者氏名

実

績

①

業務名称
担
当
業
務
及
び
業
務
概
要

発注機関

契約期間   年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率  ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

実

績

②

業務名称
担
当
業
務
及
び
業
務
概
要

発注機関

契約期間   年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率   ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

実

績

③

業務名称
担
当
業
務
及
び
業
務
概
要

発注機関

契約期間 年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率   ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

※ 同種・同規模条件の実績がない場合には、同種または上水道分野での実績を優先的に記載すること。
※ 同種以外の実績を記載する場合、処理能力の欄は「m3/日」は削除し、規模がわかるように記載すること。
※ 記載する配置予定者の実績は 3 件以内とする。
※ 氏名は、副本には記載しないこと。
※ 発注形態にはどちらかに○をつけること。
※ 記載した工事の契約内容及び業務の内容が確認できる仕様書等の写し（TECRIS、CORINS 等）を添付資料で提

出すること。ただし副本には添付しないこと。
※ この様式にページ数の制限はありません。
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（様式 Ⅳ-11-⑤）

設計業務における配置予定者の資格

管理技術者

配置予定

技術者氏名

法令による資格①

資格の名称

取得年月日

免許番号等

法令による資格②

資格の名称

取得年月日

免許番号等

法令による資格③

資格の名称

取得年月日

免許番号等

※ 資格は一人当たり 3 つ以内とする。
※ 氏名は、副本には記載しないこと。
※ 構成企業内に、設計企業が複数者いる場合は、複数者の配置予定者について記載してもよい。その場合は、

同様の様式で次ページに記載すること。
※ 当該資格を証する書類（登録証の写し等）を添付資料で提出すること。ただし副本には添付しないこと。
※ 配置予定技術者にあっては「直接かつ恒常的な雇用関係」が必要であるので、監理技術者資格者証、健康保

険被保険者証または市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書等、事業者との雇用関係が確認できる資
料（写し）を添付資料で提出すること。ただし副本には添付しないこと。

※ この様式にページ数の制限はありません。
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（様式 Ⅳ-11-⑥）

設計業務における配置予定者の実績

配置予定

技術者氏名

実

績

①

業務名称
担
当
業
務
及
び
業
務
概
要

発注機関

契約期間   年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率  ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

実

績

②

業務名称
担
当
業
務
及
び
業
務
概
要

発注機関

契約期間   年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率   ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

実

績

③

業務名称
担
当
業
務
及
び
業
務
概
要

発注機関

契約期間 年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率   ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

※ 同種・同規模以上の実績がない場合には、同種または上水道分野での実績を優先的に記載すること。
※ 同種以外の実績を記載する場合、処理能力の欄は「m3/日」は削除し、規模がわかるように記載すること。
※ 記載する配置予定者の実績は 3 件以内とする。
※ 氏名は、副本には記載しないこと。
※ 発注形態にはどちらかに○をつけること。
※ 記載した工事の契約内容及び業務の内容が確認できる仕様書等の写し（TECRIS 等）を添付資料で提出するこ

と。ただし副本には添付しないこと。
※ 様式 Ⅳ-11-⑤に記載した配置予定者の実績を記載すること。
※ この様式にページ数の制限はありません。
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（様式 Ⅳ-11-⑦）

土木工事における配置予定者の資格

配置予定

技術者氏名

法令による資格①

（監理技術者又は主任

技術者になり得る資格

の有無）

※工種：土木一式工事

資格の名称

取得年月日

免許番号等

法令による資格②

（監理技術者又は主任

技術者になり得る資格

の有無、又は本業務に

推奨できる資格）

資格の名称

取得年月日

免許番号等

法令による資格③

（監理技術者又は主任

技術者になり得る資格

の有無、又は本業務に

推奨できる資格）

資格の名称

取得年月日

免許番号等

※ 資格は一人当たり 3 つ以内とする。
※ 氏名は、副本には記載しないこと。
※ 構成企業内に、土木工事企業が複数社いる場合は、全ての配置予定者について記載すること。その場合は、

同様の様式で次ページに記載すること。
※ 当該資格を証する書類（登録証の写し等）を添付資料で提出すること。監理技術者資格者証による場合は、

監理技術者資格者証（裏面を含む。）及び監理技術者講習修了証の写しを添付資料で提出すること。ただし副
本には添付しないこと。

※ 配置予定技術者にあっては「直接かつ恒常的な雇用関係」が必要であるので、監理技術者資格者証、健康保
険被保険者証または市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書等、事業者との雇用関係が確認できる資
料（写し）を添付資料で提出すること。ただし副本には添付しないこと。

※ この様式にページ数の制限はありません。
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（様式 Ⅳ-11-⑧）

土木工事における配置予定者の実績

配置予定

技術者氏名

実

績

①

工事名称
担
当
業
務
及
び
工
事
概
要

発注機関

契約期間   年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率  ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

実

績

②

工事名称
担
当
業
務
及
び
工
事
概
要

発注機関

契約期間   年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率   ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

実

績

③

工事名称
担
当
業
務
及
び
工
事
概
要

発注機関

契約期間 年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率   ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

※ 同種・同規模以上の実績がない場合には、同種または上水道分野での実績を優先的に記載すること。
※ 同種以外の実績を記載する場合、処理能力の欄は「m3/日」は削除し、規模がわかるように記載すること。
※ 記載する配置予定者の実績は 3 件以内とする。
※ 氏名は、副本には記載しないこと。
※ 発注形態にはどちらかに○をつけること。
※ 記載した工事の契約内容及び業務の内容が確認できる仕様書等の写し（CORINS 等）を添付資料で提出するこ

と。ただし副本には添付しないこと。
※ 様式 Ⅳ-11-⑦に記載した配置予定者の実績を記載すること。
※ この様式にページ数の制限はありません。



   グループ

83

（様式 Ⅳ-11-⑨）

建築工事における配置予定者の資格

配置予定

技術者氏名

法令による資格①

（監理技術者又は主任

技術者になり得る資格

の有無）

※工種：建築一式工事

資格の名称

取得年月日

免許番号等

法令による資格②

（監理技術者又は主任

技術者になり得る資格

の有無、又は本業務に

推奨できる資格）

資格の名称

取得年月日

免許番号等

法令による資格③

（監理技術者又は主任

技術者になり得る資格

の有無、又は本業務に

推奨できる資格）

資格の名称

取得年月日

免許番号等

※ 資格は 3 つ以内で記載すること。
※ 氏名は、副本には記載しないこと。
※ 構成企業内に、建築工事企業が複数社いる場合は、全ての配置予定者について記載すること。その場合は、

同様の様式で次ページに記載すること。
※ 当該資格を証する書類（登録証の写し等）を添付資料で提出すること。監理技術者資格者証による場合は、

監理技術者資格者証（裏面を含む。）及び監理技術者講習修了証の写しを添付すること。ただし副本には添付
しないこと。

※ 配置予定技術者にあっては「直接かつ恒常的な雇用関係」が必要であるので、監理技術者資格者証、健康保
険被保険者証または市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書等、事業者との雇用関係が確認できる資
料（写し）を添付資料で提出すること。ただし副本には添付しないこと。

※ この様式にページ数の制限はありません。
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（様式 Ⅳ-11-⑩）

建築工事における配置予定者の実績

配置予定

技術者氏名

実

績

①

工事名称
担
当
業
務
及
び
工
事
概
要

発注機関

契約期間   年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率  ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

実

績

②

工事名称
担
当
業
務
及
び
工
事
概
要

発注機関

契約期間   年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率   ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

実

績

③

工事名称
担
当
業
務
及
び
工
事
概
要

発注機関

契約期間 年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率   ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

※ 同種・同規模以上の実績がない場合には、同種または上水道分野での実績を優先的に記載すること。
※ 同種以外の実績を記載する場合、処理能力の欄は「m3/日」は削除し、規模がわかるように記載すること。
※ 記載する配置予定者の実績は 3 件以内とする。
※ 氏名は、副本には記載しないこと。
※ 発注形態にはどちらかに○をつけること。
※ 記載した工事の契約内容及び業務の内容が確認できる仕様書等の写し（CORINS 等）を添付資料で提出するこ

と。ただし副本には添付しないこと。
※ 様式 Ⅳ-11-⑨に記載した配置予定者の実績を記載すること。
※ この様式にページ数の制限はありません。



   グループ

85

（様式 Ⅳ-11-⑪）

機械設備工事における配置予定者の資格

配置予定

技術者氏名

法令による資格①

（監理技術者又は主任

技術者になり得る資格

の有無）

※工種：機械器具設置

    工事

資格の名称

取得年月日

免許番号等

法令による資格②

（監理技術者又は主任

技術者になり得る資格

の有無、又は本業務に

推奨できる資格）

資格の名称

取得年月日

免許番号等

法令による資格③

（監理技術者又は主任

技術者になり得る資格

の有無、又は本業務に

推奨できる資格）

資格の名称

取得年月日

免許番号等

※ 資格は 3 つ以内で記載すること。
※ 氏名は、副本には記載しないこと。
※ 構成企業内に、機械工事企業が複数社いる場合は、全ての配置予定者について記載すること。その場合は、

同様の様式で次ページに記載すること。
※ 当該資格を証する書類（登録証の写し等）を添付資料で提出すること。監理技術者資格者証による場合は、

監理技術者資格者証（裏面を含む。）及び監理技術者講習修了証の写しを添付すること。ただし副本には添付
しないこと。

※ 配置予定技術者にあっては「直接かつ恒常的な雇用関係」が必要であるので、監理技術者資格者証、健康保
険被保険者証または市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書等、事業者との雇用関係が確認できる資
料（写し）を添付資料で提出すること。ただし副本には添付しないこと。

※ この様式にページ数の制限はありません。
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（様式 Ⅳ-11-⑫）

機械設備工事における配置予定者の実績

配置予定

技術者氏名

実

績

①

工事名称
担
当
業
務
及
び
工
事
概
要

発注機関

契約期間   年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率  ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

実

績

②

工事名称
担
当
業
務
及
び
工
事
概
要

発注機関

契約期間   年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率   ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

実

績

③

工事名称
担
当
業
務
及
び
工
事
概
要

発注機関

契約期間 年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率   ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

※ 同種・同規模以上の実績がない場合には、同種または上水道分野での実績を優先的に記載すること。
※ 同種以外の実績を記載する場合、処理能力の欄は「m3/日」は削除し、規模がわかるように記載すること。
※ 記載する配置予定者の実績は 3 件以内とする。
※ 氏名は、副本には記載しないこと。
※ 発注形態にはどちらかに○をつけること。
※ 記載した工事の契約内容及び業務の内容が確認できる仕様書等の写し（CORINS 等）を添付資料で提出するこ

と。ただし副本には添付しないこと。
※ 様式 Ⅳ-11-⑪に記載した配置予定者の実績を記載すること。
※ この様式にページ数の制限はありません。
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（様式 Ⅳ-11-⑬）

電気設備工事における配置予定者の資格

配置予定

技術者氏名

法令による資格①

（監理技術者又は主任

技術者になり得る資格

の有無）

※工種：電気工事

資格の名称

取得年月日

免許番号等

法令による資格②

（監理技術者又は主任

技術者になり得る資格

の有無、又は本業務に

推奨できる資格）

資格の名称

取得年月日

免許番号等

法令による資格③

（監理技術者又は主任

技術者になり得る資格

の有無、又は本業務に

推奨できる資格）

資格の名称

取得年月日

免許番号等

※ 資格は 3 つ以内で記載すること。
※ 氏名は、副本には記載しないこと。
※ 構成企業内に、電気工事企業が複数社いる場合は、全ての配置予定者について記載すること。その場合は、

同様の様式で次ページに記載すること。
※ 当該資格を証する書類（登録証の写し等）を添付資料で提出すること。監理技術者資格者証による場合は、

監理技術者資格者証（裏面を含む。）及び監理技術者講習修了証の写しを添付資料で提出すること。ただし副
本には添付しないこと。

※ 配置予定技術者にあっては「直接かつ恒常的な雇用関係」が必要であるので、監理技術者資格者証、健康保
険被保険者証または市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書等、事業者との雇用関係が確認できる資
料（写し）を添付資料で提出すること。ただし副本には添付しないこと。

※ この様式にページ数の制限はありません。
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（様式 Ⅳ-11-⑭）

電気設備工事における配置予定者の実績

配置予定

技術者氏名

実

績

①

工事名称
担
当
業
務
及
び
工
事
概
要

発注機関

契約期間   年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率  ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

実

績

②

工事名称
担
当
業
務
及
び
工
事
概
要

発注機関

契約期間   年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率   ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

実

績

③

工事名称
担
当
業
務
及
び
工
事
概
要

発注機関

契約期間 年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率   ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

※ 同種・同規模以上の実績がない場合には、同種または上水道分野での実績を優先的に記載すること。
※ 同種以外の実績を記載する場合、処理能力の欄は「m3/日」は削除し、規模がわかるように記載すること。
※ 記載する配置予定者の実績は 3 件以内とする。
※ 氏名は、副本には記載しないこと。
※ 発注形態にはどちらかに○をつけること。
※ 記載した工事の契約内容及び業務の内容が確認できる仕様書等の写し（CORINS 等）を添付資料で提出するこ

と。ただし副本には添付しないこと。
※ 様式 Ⅳ-11-⑬に記載した配置予定者の実績を記載すること。
※ この様式にページ数の制限はありません。
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（様式 Ⅳ-12）

（２）事前・事後調査業務に関する提案

この様式は以下の視点から記述してください。

① 事前・事後調査業務

－地質、測量、埋設物、その他の調査の計画等について－

・調査項目、目的、箇所数、調査結果の反映に関する提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

【添付資料】

補足や根拠資料として必要な資料等を作成し、添付資料として提出してください。

【図面等】

補足や根拠資料として必要な以下の図面等を作成し、図面集として提出してください。

なお、本様式において概略図や縮小図を用いた場合も、図面集に含めてください。

・調査箇所図（平面図）

※この様式はＡ4 判 1 ページ以上 3 ページ以内で作成してください。ただし、様式Ⅳ-2 か

ら様式Ⅳ-19（様式のページ数に制限が無いものを除く。）の総ページ数は最大 80 ペー

ジ以内としてください。

※この枠内の説明文は削除して作成してください。
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（様式 Ⅳ-13）［1/2］

（３）土木・建築施設に関する提案

この様式は以下の視点から記述してください。

① 土木・建築施設計画

－土木・建築施設の計画、耐震性、耐久性、維持管理性、安全性等について－

・土木・建築施設の計画、耐震性、耐久性、維持管理性及び安全性に関する提案を

記述してください。

・対象施設の構造特性や当該地点における地盤特性を考慮した解析手法に関する提

案を記述してください。

・危機耐性を考慮した施設計画に関する提案を記述してください。

・コンクリートの水密性確保に関する提案を記述してください。

・コンクリート等の長寿命化に関する提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

－周辺環境との調和及び周辺住民等への配慮について－

・周辺環境との調和及び周辺住民等へ配慮した施設の高さ、形態、意匠に関する提

案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

② 場内外配管

－耐震性、耐久性及び維持管理性等について－

・耐震性、耐久性及び維持管理性に関する提案を記述してください。

・適切な配管口径・管種の選定に関する提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

※場内外配管には池内の管廊、雨水排水部分の配管等も含みます。

③ 場内外整備

－機能性、維持管理性及び耐久性等について－

・場内外に整備する施設（門扉、フェンス、照明、応急給水施設、道路及び駐車場

等）の機能性、維持管理性及び耐久性に関する提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

【添付資料】

補足や根拠資料として必要な以下の資料等を作成し、添付資料として提出してくださ

い。

  ・建築施設（建物）別、建築面積表（建ぺい率の算定結果含む。）

   ・建築施設（建物）別、階層別床面積表（容積率の算定結果含む。）

・建築施設（建物）別、階層別諸室一覧表（面積、天井高、仕様）
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（様式 Ⅳ-13）［2/2］

（３）土木・建築施設に関する提案

・避雷対策検討書

【図面等】

補足や根拠資料として必要な以下の図面等を作成し、図面集として提出してください。

なお、本様式において概略図や縮小図を用いた場合も、図面集に含めてください。

・土木構造図（平面図、断面図）

・建築設計図（平面図、立面図、断面図）

・連絡用通路兼管廊構造図（平面図、縦断図、断面図）

・場内配管図（平面図）※導・送水管を除く

・場内整備図

・導・送水管設計図（平面図、縦断図）

※この様式はＡ4判 4ページ以上 12ページ以内で作成してください。ただし、様式Ⅳ-2か

ら様式Ⅳ-19（様式のページ数に制限が無いものを除く。）の総ページ数は最大 80 ペー

ジ以内としてください。

※この枠内の説明文は削除して作成してください。
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（様式 Ⅳ-13-①）

土木構造物リスト

提案する土木構造物のリストを作成してください。

様式は自由としますが、別途公表している様式Ⅳ-13-①「土木構造物リスト」の Microsoft 

Excel ファイルを参考にして作成・提出してください。左上には様式番号を記載し、上段に

様式名称及びグループ名を明記するとともに、上下左右で 25mm の余白を確保してくださ

い。提案内容に応じて、リストの項目等を適宜修正、追加してください。

※この様式にページ数の制限はありません。
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（様式 Ⅳ-13-②）

建築構造物リスト

提案する建築構造物のリストを作成してください。

様式は自由としますが、別途公表している様式Ⅳ-13-②「建築構造物リスト」の Microsoft 

Excel ファイルを参考にして作成・提出してください。左上には様式番号を記載し、上段に

様式名称及びグループ名を明記するとともに、上下左右で 25mm の余白を確保してくださ

い。提案内容に応じて、リストの項目等を適宜修正、追加してください。

※この様式にページ数の制限はありません。



   グループ

94

（様式 Ⅳ-14）

（４）機械設備に関する提案

この様式は以下の視点から記述してください。

① 導水・浄水・送水設備

－様々な運転条件を考慮した設備仕様について－

・効率的な設備構成、維持管理性に関する提案を記述してください。

・水質・水量変動への迅速かつ的確な取組に関する提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

② 薬品注入設備

－原水水質、水量に対応可能な薬品注入設備について－

・効率的な設備構成、維持管理性に関する提案を記述してください。

・水質・水量変動への迅速かつ的確な取組に関する提案を記述してください。

・確実な薬品注入方法及び安全性（2 条化、予備能力及び漏洩検知方法）に関する

提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

【添付資料】

補足や根拠資料として必要な以下の資料等を作成し、添付資料として提出してくださ

い。

・年間薬品使用量

  ・水撃検討書

  ・容量計算書（機械設備）

【図面等】

補足や根拠資料として必要な以下の図面等を作成し、図面集として提出してください。

なお、本様式において概略図や縮小図を用いた場合も、図面集に含めてください。

・機械設備配置図（平面図、断面図）

・薬品注入設備フロー図

※この様式はＡ4 判 3 ページ以上 9 ページ以内で作成してください。ただし、様式Ⅳ-2 か

ら様式Ⅳ-19（様式のページ数に制限が無いものを除く。）の総ページ数は最大 80 ペー

ジ以内としてください。

※この枠内の説明文は削除して作成してください。
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（様式 Ⅳ-14-①）

機械設備リスト

提案する機械設備のリストを作成してください。

様式は自由としますが、別途公表している様式Ⅳ-14-①「機械設備リスト」の Microsoft 

Excel ファイルを参考にして作成・提出してください。左上には様式番号を記載し、上段に

様式名称及びグループ名を明記するとともに、上下左右で 25mm の余白を確保してくださ

い。提案内容に応じて、リストの項目等を適宜修正、追加してください。

※この様式にページ数の制限はありません。
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（様式 Ⅳ-15）［1/2］

（５）電気設備に関する提案

この様式は以下の視点から記述してください。

① 受変電設備・非常用自家発電設備・無停電電源設備・負荷設備

－信頼性及び維持管理性等について－

・バックアップシステム等に関する提案を記述してください。

・電力使用方法（負荷変動に対する力率改善、発電機燃料効率等）に関する提案を

記述してください。

   ・運転維持管理及び設備更新が容易な配置計画に関する提案を記述してください。

・塩素ガス、湿気対策等の設置環境に配慮した、耐久性に関する提案を記述してく

ださい。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

② 計装設備

－信頼性及び維持管理性等について－

・計装設備の構成、仕様及び設置位置に関する提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

③ 集中監視制御設備

－監視・操作の信頼性、容易性及び非常時の対策等について－

・運転監視・操作の容易性及び安全性の確保に関する提案を記述してください。

・バックアップシステム等に関する提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

－設備の維持管理性について－

       ・設備の保守・管理に関する提案を記述してください。

・点検・更新時の容易性、設備の柔軟性、拡張性に関する提案を記述してくださ

い。

・ベンダー依存が少なく、汎用性のある設備構成に関する提案を記述してくださ

い。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

【添付資料】

補足や根拠資料として必要な以下の資料等を作成し、添付資料として提出してくださ

い。

・容量計算書（電気設備）

・集中監視制御設備概要（監視制御の概要、機能、操作画面、汎用品使用範囲等）

・計装設備一覧表（水質分析計器含む）
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（様式 Ⅳ-15）［2/2］

（５）電気設備に関する提案

【図面等】

補足や根拠資料として必要な以下の図面等を作成し、図面集として提出してください。

なお、本様式において概略図や縮小図を用いた場合も、図面集に含めてください。

・計装フローシート

・単線結線図

・システム構成図

・電気計装設備配置図（水質分析計器含む）

※この様式はＡ4 判 3 ページ以上 9 ページ以内で作成してください。ただし、様式Ⅳ-2 か

ら様式Ⅳ-19（様式のページ数に制限が無いものを除く。）の総ページ数は最大 80 ペー

ジ以内としてください。

※この枠内の説明文は削除して作成してください。
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（様式 Ⅳ-15-①）

電気設備リスト

提案する電気設備のリストを作成してください。

様式は自由としますが、別途公表している様式Ⅳ-15-①「電気設備リスト」の Microsoft 

Excel ファイルを参考にして作成・提出してください。左上には様式番号を記載し、上段に

様式名称及びグループ名を明記するとともに、上下左右で 25mm の余白を確保してくださ

い。提案内容に応じて、リストの項目等を適宜修正、追加してください。

※この様式にページ数の制限はありません。
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（様式 Ⅳ-16）［1/2］

（６）建設工事に関する提案

この様式は以下の視点から記述してください。

① 施工計画

－各工種における品質を確保するための取組について－

・各工種における業務の品質を確保するための取組（頻度、内容及び手順等）に関

する提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

－安全面・環境面に配慮した施工方法等について－

・安全面・環境面（騒音、振動及び粉塵等）に配慮した施工方法、仮設工法に関す

る提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

－安全でスムーズな既存施設との切替計画等について－

・安全でスムーズな電気設備等の切替計画（切替手順、作業体制及び不具合発生時

の対応等）に関する提案を記述してください。

・安全でスムーズな配管等の切替計画（切替手順、作業体制及び不具合発生時の対

応等）に関する提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

② 周辺住民への配慮

－周辺住民への騒音・振動等に関する対策について－

・工事期間中の周辺住環境への影響及びその対策に関する提案を記述してくださ

い。

・近隣住民への対応の考え方を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

③ 試運転計画、運転指導業務

－既存の水運用を考慮した試運転計画等や運転指導業務等について－

・既存の水運用を考慮した試運転計画に関する提案を記述してください。

・局職員への運転操作等の技術指導に関する提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

【添付資料】

補足や根拠資料として必要な以下の資料等を作成し、添付資料として提出してくださ

い。

・運転管理マニュアル（見本）
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（様式 Ⅳ-16）［2/2］

（６）建設工事に関する提案

     ・設計、工事工程表

【図面等】

補足や根拠資料として必要な以下の図面等を作成し、図面集として提出してください。

なお、本様式において概略図や縮小図を用いた場合も、図面集に含めてください。

・施工 STEP 図

・場内外搬出入ルート図

※この様式はＡ4 判 3 ページ以上 9 ページ以内で作成してください。ただし、様式Ⅳ-2 か

ら様式Ⅳ-19（様式のページ数に制限が無いものを除く。）の総ページ数は最大 80 ペー

ジ以内としてください。

※この枠内の説明文は削除して作成してください。
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3．維持管理業務に関する事項
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（様式 Ⅳ-17）

（１）実施体制に関する提案

この様式は以下の視点から記述してください。

① 実施体制等

－常時、非常時の体制、従事者への研修内容及び実施頻度等について－

・維持管理業務の実施体制に関する提案を記述してください。

・非常時の連絡体制に関する提案を記述してください。

・従事者の知識及び技術力の向上に関する提案を記述してください。

・従事者交代時における業務引継ぎの考え方を記述してください。

・セルフモニタリングの考え方を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

－従事者の資格及び実績について－

・様式Ⅳ-17-①～Ⅳ-17-②に記載してください。

【添付資料】

補足や根拠資料として必要な以下の資料等を作成し、添付資料として提出してくださ

い。

・実施体制表

【図面等】

補足や根拠資料として必要な図面等を作成し、図面集として提出してください。

なお、本様式において概略図や縮小図を用いた場合も、図面集に含めてください。

※この様式はＡ4 判 2 ページ以上 6 ページ以内で作成してください。ただし、様式Ⅳ-2 か

ら様式Ⅳ-19（様式のページ数に制限が無いものを除く。）の総ページ数は最大 80 ペー

ジ以内としてください。

※この枠内の説明文は削除して作成してください。
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（様式 Ⅳ-17-①）

維持管理業務（日常保守点検業務）における配置予定者の資格

配置予定

技術者氏名

配置予定技術者

学歴

資 格①

（日常保守点検に関す

る資格）

資格の名称

取得年月日

免許番号等

最終学歴

資 格②

（日常保守点検に関す

る資格）

資格の名称

取得年月日

免許番号等

資 格③

（本業務の日常保守点

検に関する資格）

資格の名称

取得年月日

免許番号等

※ 資格は 3 つ以内で記載すること。
※ 配置予定者は複数名記載してよいが、3人以内とすること。複数名記載する場合は、同様の様式で次ページに

記載すること。
※ 氏名は、副本には記載しないこと。
※ 学歴を証明する資料（卒業証書（写し）、卒業証明書（原本）、学位記（写し）等）を添付資料で提出するこ

と。ただし副本には添付しないこと。（1 名以上は、学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）による高等学校以
上の学校において電気又は機械のいずれかに関する学科を修めて卒業している者としてください。）

※ 当該資格を証する書類（登録証の写し等）を添付資料で提出すること。ただし副本には添付しないこと。
※ 配置予定技術者にあっては「直接かつ恒常的な雇用関係」が必要であるので、監理技術者資格者証、健康保

険被保険者証または市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書等、事業者との雇用関係が確認できる資
料（写し）を添付資料で提出すること。ただし副本には添付しないこと。
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（様式 Ⅳ-17-②）

維持管理業務（日常保守点検業務）における配置予定者の実績

配置予定

技術者氏名

実

績

①

業務名称
担
当
業
務
及
び
業
務
概
要

発注機関

契約期間   年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率  ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

実

績

②

業務名称
担
当
業
務
及
び
業
務
概
要

発注機関

契約期間   年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率   ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

実

績

③

業務名称
担
当
業
務
及
び
業
務
概
要

発注機関

契約期間 年 月 ～  年 月

処理能力 m3/日

発注形態 単体・共同企業体（出資比率   ％）

契約金額 円（消費税及び地方消費税相当額含む）

※ 同種・同規模以上の実績がない場合には、同種または上水道分野での実績を優先的に記載すること。
※ 同種以外の実績を記載する場合、処理能力の欄は「m3/日」は削除し、規模がわかるように記載すること。
※ 記載する配置予定者の実績は 3 件以内とする。
※ 配置予定者は複数名記載してよいが、3人以内とすること。複数名記載する場合は、同様の様式で次ページに

記載すること。
※ 氏名は、副本には記載しないこと。
※ 発注形態にはどちらかに○をつけること。
※ 記載した工事の契約内容及び業務の内容が確認できる仕様書等の写し（CORINS 等）を添付資料で提出するこ

と。ただし副本には添付しないこと。
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（様式 Ⅳ-18）

（２）業務計画に関する提案

この様式は以下の視点から記述してください。

① 業務計画

－日常及び定期点検、保守点検等の内容や頻度等について－

・日常及び定期点検、保守点検等の内容や頻度等を記述してください。

・事業終了時の引継ぎについて記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

【添付資料】

補足や根拠資料として必要な資料等を作成し、添付資料として提出してください。

【図面等】

補足や根拠資料として必要な図面等を作成し、図面集として提出してください。

なお、本様式において概略図や縮小図を用いた場合も、図面集に含めてください。

※この様式はＡ4 判 2 ページ以上 6 ページ以内で作成してください。ただし、様式Ⅳ-2 か

ら様式Ⅳ-19（様式のページ数に制限が無いものを除く。）の総ページ数は最大 80 ペー

ジ以内としてください。

※この枠内の説明文は削除して作成してください。
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（様式 Ⅳ-18-①）

維持管理業務における点検内容と点検頻度リスト

提案する維持管理業務における点検内容と点検頻度のリストを作成してください。

様式は自由としますが、別途公表している様式Ⅳ-18-①「維持管理業務における点検内容

と点検頻度リスト土木構造物リスト」の Microsoft Excel ファイルを参考にして作成・提出し

てください。左上には様式番号を記載し、上段に様式名称及びグループ名を明記するととも

に、上下左右で 25mm の余白を確保してください。提案内容に応じて、リストの項目等を適

宜修正、追加してください。

※この様式にページ数の制限はありません。
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4．地域経済・地域活動への貢献
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（様式 Ⅳ-19）

（２）地域活動・地域社会への貢献に関する提案

この様式は以下の視点から記述してください。

① 地域活動・地域社会への貢献

－地域や地元住民に貢献する活動等について－

・地域や地元住民に貢献する活動に関する提案を記述してください。

・その他、本項目に関連する提案を記述してください。

【添付資料】

補足や根拠資料として必要な資料等を作成し、添付資料として提出してください。

【図面等】

補足や根拠資料として必要な図面等を作成し、図面集として提出してください。

なお、本様式において概略図や縮小図を用いた場合も、図面集に含めてください。

※この様式はＡ4 判 1 ページ以上 3 ページ以内で作成してください。ただし、様式Ⅳ-2 か

ら様式Ⅳ-19（様式のページ数に制限が無いものを除く。）の総ページ数は最大 80 ペー

ジ以内としてください。

※この枠内の説明文は削除して作成してください。
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5．添付資料
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（様式 Ⅳ-20）

河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業

技術提案書添付資料

※ 企業名は正本のみ記載し、副本は応募企業名を記載しないでください。

副本へは受付記号で表示してください。

※ ※の部分は削除して作成してください。

グループ
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（様式 Ⅳ-21）

各様式に対する添付資料一覧表

各様式に対する添付資料の一覧表を、別途公表している様式Ⅳ-21 の Microsoft Excel ファイ

ルをダウンロードして使用し、作成・提出してください。

※この様式にページ数の制限はありません。
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（様式 Ⅳ-22）

施設計画図面一覧表

施設計画図面一覧表を、別途公表している様式Ⅳ-22 の Microsoft Excel ファイルをダウンロ

ードして使用し、作成・提出してください。

※この様式にページ数の制限はありません。
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（様式 Ⅳ-23）

電子データ一覧表

電子データ一覧表を作成してください。

様式は自由としますが、別途公表している様式Ⅳ-23「電子データ一覧表」のMicrosoft Excel
ファイルを参考にして作成・提出してください。左上には様式番号を記載し、上段に様式名称

及びグループ名を明記するとともに、印刷設定の余白は上下左右で 25mm を確保してくださ

い。提案内容に応じて、リストの項目等を適宜修正、追加してください。

この様式は技術提案書に添付する必要はありません。CD-R または DVD-R（電子データ）で提

出してください。

※この様式にページ数の制限はありません。


